
佐賀県　鹿島市水道課
NS形 E種　呼び径 １５０

北海道　帯広市上下水道部
NS形 E種　呼び径 75



和歌山県　岩出市上下水道局
NS形 E種　呼び径 75

富山県　南砺市上下水道課　
NS形 E種　呼び径 １００

広島県企業局
S形　呼び径 1350



和歌山県　岩出市上下水道局
NS形 E種　呼び径 75

富山県　南砺市上下水道課　
NS形 E種　呼び径 １００

広島県企業局
S形　呼び径 1350



滋賀県企業庁
 NS形　呼び径 600

福井市企業局
PN・NS形　呼び径700・800

東京都水道局
US形　呼び径1000



滋賀県企業庁
 NS形　呼び径 600

福井市企業局
PN・NS形　呼び径700・800

東京都水道局
US形　呼び径1000



岡山市水道局
FGX 形　呼び径150

盛岡市上下水道局
S50 形　呼び径 50

佐賀県 嬉野市環境水道課
S50 形　 呼び径 50



岡山市水道局
FGX 形　呼び径150

盛岡市上下水道局
S50 形　呼び径 50

佐賀県 嬉野市環境水道課
S50 形　 呼び径 50



東京都下水道局
S形　呼び径1100

熊本県　球磨地域振興局
ALW形　呼び径 600
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[ 速報 ] 2016 年熊本地震での地盤変状および水道管路被害状況調査結果
（一社）日本ダクタイル鉄管協会　技術委員会　熊本地震調査団

　2016 年熊本地震では、震度 7を観測した地震が立て続けに2回発生し、広範囲に渡り断層が地表に出現しました。被害が
大きかった熊本市では管路の全延長 3309kmのうち、517kmで耐震継手のダクタイル鉄管が使用され、全体の16%を占めて
います。また、一般継手のダクタイル鉄管も1886km使用しており、これらを合計すると熊本市内の管路のうち73％がダクタイ
ル鉄管を採用していることになります。今回のレポートでは、熊本市内のダクタイル鉄管の被害状況と、熊本地震で確認された
特徴的な被害の一覧について報告しています。

京都市における配水管の更新と耐震化の取組みについて
京都市上下水道局　技術長　出口　勝德

　京都は、平安建都以来1200 年を超える歴史を積み重ねてきた古都であり、世界遺産を含む数多くの国宝や重要文化財、神
社仏閣、歴史的景観を形成する建築物や庭園、土木遺産を多数有するとともに、長い歴史に培われた文化、伝統産業なども多
く存在し、訪れる人を魅了しています。今回のレポートでは、明治42 年の蹴上浄水場の建設と配水管の布設工事を始まりとし
た水道事業の歴史、現状と課題を解消するための取組みと、これからの京都市の水道事業について報告しています。

安心・安全な生活と快適な暮らしを支える水道　～呼び径 100NS 形ダクタイル鉄管 E 種管の施工～
木津川市上下水道部　水道工務課 課長　小川　清司　 主幹　福井　崇文

　京都府15 番目の市として、木津町、加茂町、山城町の3町が合併して誕生した木津川市は 2016 年で10 年を迎えました。
過去10 年間の人口の推移を見ると、全体的には増加傾向であり、給水量についても緩やかな増加傾向が当面続くと予測してい
ます。また木津川市では、技術継承の観点から、合併後の平成19年 5月にSQC会議（技術職員スキルアップ会議）を立ち上げ
月1回の水道技術の研修と問題討議の場を設けています。今回のレポートでは、新市発足時からの水道事業の変遷と、配水管
工事で一部採用することになった、新耐震管NS形Ｅ種ダクタイル鉄管の試験施工の背景と、施工結果について報告しています。

緊急時に備えた送水運用の実施状況と新たな取組みについて
北千葉広域水道企業団　技術部長　坂巻　隆一

技術部業務調整室　計画班　総括 副主幹　伊藤　宣行
技術部 施設管理室　管路班　副主査　百々　生勢

　北千葉広域水道企業団は、千葉県、松戸市、野田市、柏市、我孫子市、習志野市および八千代市に水道用水を供給する一
部事務組合として昭和 48 年 3月に発足しました。利根川水系江戸川の河口から約 25km上流の取水口で取水し、北千葉浄水
場より給水を行っており、現在は一日最大給水量447,425m3となっています。今回のレポートでは、水運用計画において通常時
の水運用として位置づけている「緊急時に備えた送水運用」の中で、従前からの取組状況とともに新たな取組みとして平成 28
年度から本格導入した「送水管路管理運転」の概要について報告しています。

雨水対策事業におけるＮＳ形ダクタイル鉄管（呼び径 700）の採用について
地方共同法人　日本下水道事業団　関東・北陸総合事務所　長野事務所　所長　西澤　宏

　日本下水道事業団関東・北陸総合事務所長野事務所は、昭和 50 年に発足した「長野工事事務所」が前身であり、発足以来
長野県内の下水道整備の進展に合わせ、公共下水道の建設事業に携わってきました。県庁所在地である長野市は、雨水の排出
先として機能する自然河川が存在せず、今まで雨水排水は農業用水路に依存してきました。しかし、近年の異常気象による集
中豪雨や都市化の発展により各地域で浸水被害が発生し、雨水渠の整備が急務となりました。今回のレポートでは、その浸水対
策において、導水渠にNS形ダクタイル鉄管（呼び径 700）を採用した大豆島雨水ポンプ場の事業概要について報告しています。

幹線道路下における更新工事事例（1 期東部配水管本線更新工事）
阪神水道企業団　技術部　工務課　管路整備係 係長　海野　剛　 管路整備係　塩見　高志

　阪神水道企業団は、阪神間4市に水道用水を供給するため昭和11年に設立された水道用水供給事業体で、本年7月に創設
80周年を迎えました。1期東部配水管本線は、昭和18 年に尼崎市内向け本管として、尼崎浄水場を起点に、呼び径 700 ～
250 の鋳鉄管を延長約 3.3kmにわたって布設したもので、支線として4線 ( 難波線、立花線、大庄線、武庫線 )がこの管路か
ら分岐しています。今回のレポートでは、平成 27年に更新が完了したこの1期東部配水管本線の整備経緯および最終工区の更
新工事事例を報告しています。

今号の概要［ Technical Report ］
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巻 頭 言

　時の流れは速いもの。常に新たな出来事が話

題を集め、そして更なる出来事によりその記憶

が遠のく…。英国で欧州連合に留まるか、離脱

するかを決める国民投票が行われ、テレビ・新

聞等で盛んに報道されていた頃、日本水道協会

理事長に就任いたしました。もとより浅学菲才

な身ではありますが、『水道の安全で安定した供

給の継続を図り、国民生活に欠かせない水道の

将来にわたる健全な発展を実現し、もって公衆

衛生の向上に寄与する』という日本水道協会

目的を常に念頭に全力を傾注してまいります。

日本水道協会事業に引き続きのご理解、ご支援

を賜りますようお願い申し上げます。

　我が国の近代水道創設以降、各地で水道事業

が展開され今日に至る約 130年の間、産官学多

くの先達による弛まぬ取り組みにより、“いつで

もどこでも蛇口から直接飲める水道”という世

界的にも最高水準の水道が実現しています。し

かし、足元では『安全で安定した供給の継続』『水

道の将来にわたる健全な発展』を脅かす課題・

リスクが顕在化しています。各地で頻発する大

地震、豪雨、渇水、噴火などの自然災害、浄水

場や管路など水道を支えている重要施設の老朽

化とそれに伴う事故、原水水質の悪化、気候変

動の影響等々、対処しなければならない事柄が

多様化・山積する一方、人口減少に伴う給水収

益減、水道に携わる人材減など経営資源が減少

するという厳しい事業環境を迎えています。

　こうした中、国は、「挑戦の意識・姿勢」と「関

係者間の連携」をもって「安全・強靭・持続の確保」

を目指す『新水道ビジョン』を平成25年に策定・

公表し、水道事業者をはじめとした多くの関係

者が本ビジョンの理念等を共有し、課題解決・

リスクへの対応に取り組んでいます。今後とも

こうした取り組みを具体的かつ粘り強く展開し

ていくことが求められています。

　日本水道協会でも“水道事業はさらに厳しい

状況に置かれることになる”、“未来に向かって

水道事業を発展・進化させていくためには、新た

な発想でチャレンジし続けていかなければなら

ない”との認識の下、今後の具体的な行動方策と

ともに、それらにどう取り組むのかを示すため、

『日水協ビジョン（案）』を策定・公表いたしました。

本ビジョンを、一つの羅針盤として、安全・安心

な水道を未来へ“つなげる”担い手としての役

割をしっかりと果たして参りたいと思います。

　さらに、水道事業体、産業界、教育・研究機関、

行政そしてお客さまなど、水道に関わる全ての

者が課題解決に向け一歩でも二歩でも前に進む

意識・姿勢を共有する“つながる水道人づくり”

の一端を担えればと考える次第です。

　強靭な水道管路がお客さま一人ひとりとしっ

かりつながっているように、関係者をつなぎ、

さらに、災害時等から時が経とうとも『水道は

重要なインフラ』との記憶が遠のくことのない

ように。

（公社）日本水道協会
理事長

吉 田  永
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滝沢教授 ： ６月８日から１０日までの調査団の

団長としてお伺いさせていただいた際には、お

忙しいさなか、対応いただき、ありがとうござ

いました。日本は、災害の多発国です。東日本

大震災から５年が経過しましたが、熊本地震の

事例もしっかりと検証して、今後の地震対策に

活かしたいと考えております。

　今回の熊本地震については、被害が特定の地

域に集中しているという印象を受けました。特

に断層付近では大きな被害が出ていました。管

路の被害につきましては、地震の規模にしては

被害が限定的であったように感じますし、熊本

市のように耐震適合性のある基幹管路の割合が

74％の事業体では、被害が少なかったと感じます。

対談
熊
本
地
震
に
お
け
る

管
路
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害
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況
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い
て
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れ
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る
べ
き
こ
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～

滝沢教授
×

中島部長

　今号の対談では、熊本地震水道施設等現地調査団の団長を務め

られた滝沢 智東京大学大学院工学系研究科教授と熊本市から
中島 博文上下水道局維持管理部長に、今回の地震の管路被害の
状況などを語り合っていただきます。

Q：─熊本地震から４ヶ月近くが経過しようとしていますが、今回の
地震についての率直な感想を滝沢教授、中島部長からお話いただけま

すでしょうか。

東
京
大
学
大
学
院

工
学
系
研
究
科
教
授

滝
沢  

智
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中島部長 ： 今回の地震の概要としましては、

2016年4月 14日21時26分に、熊本県熊本地方の

深さ11kmでM6.5 の地震が発生し、2日後の4

月16日１時25分に、この地震の震央付近の深さ

12kmでM7.3の地震が発生しました。4月14日

以降、4月30日までに最大震度5弱以上を観測し

た地震が熊本県熊本地方、阿蘇地方、大分県中

部等にかけて18 回も発生しています。

　震度7の地震が短期間に2回も発生したこと

は、国内でどこの都市も経験したことのない、大

変な状況でした。また、様々な状況に対して多

くの方々の支援があって人のつながりの重要性

を改めて感じました。

Q：─地震発生から断水地域の解消にいたるま
での熊本市の状況をコメントいただけますで

しょうか。また、管路や施設の被害はどの程度

だったでしょうか。

中島部長 ： 1回目の地震では、運用している96

本のうち、69本で濁度等が発生し、自動停止と

なりました。熊本市の水源は、全て良質な地下

水であり、実質的には原水＝浄水といった状況

で、その分、原水監視は高い精度で対応しており、

濁度が上昇した場合でも直ちに自動停止となり

ます。濁度上昇後の対応はマンパワーによる地

道な排水作業のみです。1回目の地震後におよそ

1日半かけて排水作業を行い、復旧の目処がたっ

たところで2回目の本震が発生しました。これ

により、今度は96本全てで濁度や停電が発生し、

改めて1日から2日かけて排水作業を行いまし

た。あわせて、23ヵ所で破損していた導送水の

基幹管路の補修を行いました。この排水作業と補

修を踏まえ、健軍・秋田系統の呼び径1350のメ

イン管路は機能停止したものの配水系統のバッ

クアップによる水運用上の工夫で比較的早期に

市内全域で断水地域を解消できました。貯水容

量11,000㎥の３池ある高遊原配水池への基幹管

路の一部が損傷したことや配水支管や給水管の

漏水が多発したため、断水が2週間にまでおよ

びました。5万7,000世帯への給水を「不眠不休」

で実施していたのですが、16日の本震を受けて、

長期化すると考え「仮眠仮休」で対応しました。

　まとめとして管体の被害については430箇所、

管路の被害は、259箇所で総延長3,366kmのうち

被害率は0.077（箇所／km）となっています。

（表1参照）
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震の際は、「不眠不休」で実施し、1週間での復旧

を目指しておりました。2回目の本震の際に、こ

れは対応がやや長期化すると考え、我々職員の

身体がもちませんので「仮眠仮休」にしました。

また、1回目の地震の際には他都市からの支援を

考えてはいませんでした。早い段階で日本水道

協会から応急給水については応援いただきまし

たが、応急復旧については考えておらず、我々

熊本市の職員で乗り切れると考えていました。2

回目が来た際には、3回目、4回目があるのでは

ないかと考えて、応急復旧についても支援をお

願いした次第です。

　結果的にこの支援活動が功を奏しました。4月

19日から約30日間の支援をお願いしました。全

国から多くの水道関係者の皆さんに助けていた

だいて、水道界全体の支援の賜物といえます。

滝沢教授 ： 支援する立場では、阪神淡路大震災

や東日本大震災で経験されており、今回の熊本

Q：─中島部長のコメントをお聞きになられて滝

沢教授から感想などをいただけますでしょうか。

滝沢教授 ： 震度7を短期間に2回も経験される

という、これまで日本では経験したことのない地

震が起こりました。2回目の震度７が発生した際

に、被害が拡大するとともに、再び震度７クラス

の地震が発生する可能性もあると報道されまし

た。このような中で短期間での復旧から、ある

程度の長期戦が必要だと苦渋の判断をされたと

思いますが、中島部長がおっしゃった「不眠不休」

から「仮眠仮休」への考えを転換されたときの

状況についてお教えいただけますでしょうか。

中島部長 ： 熊本市では、配水池の容量として災

害発生時に1人 1日に 3L、4日目から7日目ま

でを20Lとの貯水容量を考えています。この考え

は、取水から基幹管路、管末までは基本的に 1

週間で復旧可能と考えておりました。1回目の地

表1：管路の管種・継手形式別口径区分被害箇所数
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地震では支援を受け入れる立場としての御苦労

などあったかと思われますが、いかがでしょうか。

中島部長 ： 私も支援した側では、東日本大震災

の際には宮城県の村田町に行きました。住民の

皆さんと同じ場所で寝泊まりもした経験もあり

ます。災害時なので、私たちは寝る場所がある

だけで有り難いと思いました。

　今回、受け入れ側になった場合にハード面と

しては、3年前に新しくした上下水道局庁舎が良

かったです。これは、司令塔庁舎には会議室が

多く、拠点も盤石でした。ただ、駐車場は減っ

たのですが熊本県庁にお願いをして100台を空

けていただきました。

　受け入れる側としては、組織的に応急給水班、

応急復旧班、総務部門と分けられていたのです

が、緊急時の対外交渉役をどの組織が行うのか

細分化されていませんでした。事務職だけででき

る仕事と技術職と一緒に考えなければならない

分野があることが今回初めて分かりました。来

ていただいた支援者の方々に、Ａ地区へ行って、

○○をしてくださいという、指示が的確にできな

いと、支援として時間を割いてきていただいてい

るのに、手持無沙汰にするわけにはまいりません。

　今回、初期段階で困ったのは、指示を出す準備

が間に合わず、圧倒的にマンパワーが不足しま

した。最もストレスを感じたのは、応援に来て

くれている他都市の職員を指示できる熊本市の

職員が少なかった。こちらとしてはその職員は、

現場に出て作業をしてほしいという考えがあり

ました。今、振り返ってみると、早急に考えを

切り替えて、熊本市の職員に指示させるべきで

した。支援に来た人が1日目、2日目は応対がで

きませんでした。そこで、指示できる職員を局

本部に在中させることで、指示系統が明確化し、

応援に来て頂いた職員の方々にも効果的に活動

頂けました。現場に行って指示ができる精鋭部

隊を、現場に行くことなく、内部で処理してい

くことも重要であると感じました。

滝沢教授 ： 多くの事業体が、自らが被災して

支援を受ける場合、現場の対応で精一杯で、

応援に駆け付けた事業体にどのような支援を

依頼するのかといった手配が困難となります。

部長がおっしゃったように、受け入れる側の訓

練やシミュレーションを今後は行っていく必要

がありますね。他に何か非常に有効であったこ

となどはありましたか。

中島部長 ： おっしゃるとおりです。現場の訓練は

我々も実施しておりますが、受援訓練が必要です。

また、スマートフォンのGPS機能はとても役立

ちました。今までですと、災害時に現場の図面

を数枚コピーして渡していたことが、GPS機能

がありますのでスマートフォンを所持していると

コピーが要りません。また、一つの現場から次の

現場へも住所が分かれば移動が可能になります。

滝沢教授 ： それは応援にきた方々にも有効です

ね。GPSが使えないと、1つの現場が終わって、

次の現場に向かう際も一度災害対策本部に戻っ

て、また次の現場に向かわなければいけませんね。

熊本市上下水道局庁舎
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他都市から応援に駆け付けた方々は、町名や番地

を言われても、分かりませんが、GPS機能を使

えば、支援に向かう場所がすぐに分かりますね。

中島部長 ： もちろん、配管図面などはコピーが

必要なのですが、熊本市の職員でもこのGPS機

能が有効的に活用できました。

Q：─では、ここで滝沢教授からは、あれだ

けの地震が２回発生しているにもかかわらず、

２週間で断水を回避されたことについて感想

などをコメントいただけますでしょうか。

滝沢教授 ： 熊本市の基幹管路の耐震化率は、平

成 26年度末で 74％と非常に高い数値となって

います。この高い耐震化率があるからこそ、ほ

ぼ2週間で断水地域を解消できたと言えます。

しかし、一方で、導送水管の破損が大きな範囲

で断水を引き起こすことも明らかになりました。

熊本市では、その破損についても、対処の判断

が早かったために、短期間で断水を解消できた

と思います。導送水管の一部が破損したことは、

衝撃であるとともに、復旧活動は大変だったの

ではないでしょうか。

中島部長 ： これは、本当にやられたといった感

じでした。繰り返しになりますが、4月 14日に導

水管の呼び径700、送水管の呼び径800で破損が

ありました。その修繕を行い、15日に一度、水を

送り始めたのですが、その後に本震の16日の地震

が発生し、結果として配水池に水を貯めるため

の管が新たに被害を受けたため、痛かったです。

　被害を受けた管は耐震管と位置付けされてい

る鋼管であったのですが、そのラインは鋼管ま

たはダクタイル鉄管で耐震管整備をしていたので、

まさかという思いはあります。ただし、いずれも

2日間で修繕を終えてい

ること、そして基幹管路

でも一部の被害ですんで

いることは、耐震適合性

のある基幹管路の割合が

74％の力だと感じます。

（表2参照）この数字は、

1％を上げるのも大変な状況下で、平成18年度

からNS形等の耐震管の全面採用を実施し、ま

ず基幹管路からというスタンスで管路整備を

図ってきたことも復旧の早さに寄与したと考え

ています。これについては、諸先輩の先見性で

市民の皆さまに安定して水を送るために耐震管

を採用してきたことで助かりました。

滝沢教授 ： おっしゃるとおりですね。耐震化を

進めるためには、地道なことですが、毎年少し

ずつでも老朽管を耐震管に更新していくしかあ

りません。当然、市民の皆さんには、眼に見え

ないものですので、実感されるのは乏しいでしょ

うが、こういった災害が発生した際に、上下水道

局は普段から計画的に事業を行っているからこ

そ、２週間で断水が回避されたと考えるでしょう。

平常時には、なかなか水道のありがたみを分かっ

ていただけないですが、こういった災害時に自分

たちの町を守ってくれているのは水道局の職員の

方々なのだと実感されたことでしょう。

Q：─さて、いただいた資料をご覧になられて、
何かお気づきの点などありますでしょうか。

表2：耐震化率について

図1：管種別割合
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滝沢教授 ： 第６次拡張事業中の基本計画に施設

能力として計画１日最大給水量が 275,000㎥と

あり、災害直後の配水量が286,755㎥と、最大を

超えていますよね。被災直後の配水量は、通常

時の配水量を超えることがあるとは聞いていま

すが、これだけの水量を配するのは大変であっ

たのではないかと思います。

中島部長 ： もちろん漏水も含まれています

が・・・。確かに市内各所の配水量は2倍程度

となり配水池は底をつきます。そのため取水の

24時間運転や自動、手動により配水量のコント

ロールが必要となります。

滝沢教授 ： 地震災害などの緊急時に対応するに

は、施設的な余裕が必要ですね。もし、施設の

能力に余裕がないと、地震災害時には、対応で

きなくなります。これも多くの事業体が教訓と

して参考にしていただきたいと思います。水を

送ることで、初めて埋設管の損傷が分かります

ので、漏水修繕が可能になります。このように

送水量が増えることも想定して施設の設計を行

うことが重要です。

中島部長 ： あの震災から４カ月近くが経過し、

ようやく地下水の水脈や水位低下など、多方面か

らご心配を頂いておりましたが、配水量も例年並

みに落ち着いてきたのかなという印象があります。

滝沢教授 ： 中島部長のお話を聞いておりますと、

全国の事業体の参考になる事例が多々あります。

熊本市はすべての水源を地下水で賄っていて、渇

水の経験もなく市民は良質な水道水が豊富にあ

ると認識していると思います。しかし、今回の

ような大きな災害時には断水は避けられないこ

とも理解できると思います。その際に重要なこ

とは、この断水がいつ解消されるかという情報

で、いつまでに断水が解消されるという見通し

があれば、市民もそれまで頑張って我慢しよう

と考えるのではないかと思います。応急給水中

の、応急給水所などでの対応はいかがでしたか。

中島部長 ： 応急給水所ではお叱りも受けまし

た。74万人で33箇所しか応急給水所が設けられ

なかった。33箇所も設けたと言いたいのですが、

圧倒的にマンパワーが不足していました。2週間

以内で何とか通常時のように給水するので、災

害の規模を考慮して辛抱していただけるものと

考えていました。

滝沢教授 ： 資料を拝見しますと、4月22日に最

大で420名が応急給水にあたられています。給水

車の台数も約90台近くにのぼっています。

中島部長 ： 給水車は、水を配るためだけに出動

しているだけではなく、応急給水所としてタン

クを設置し運搬給水も同時に行いました。また、

人工透析が必要な病院などを優先して給水車を

出動させました。

　今回、受援として感じたのは、1つの事業体の

皆さまに早朝7時30分から夜の21時までずっと

働かせるわけにまいりません。交代制で支援に

あたっていただきました。応援に行く立場です

と、被災された都市の指示に従って給水するの

ですが、今回は自分たちの都市が被災したので、
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弱気になります。また、健軍・秋田系統の地域

では、相互に水を融通しあえる、いわゆるバック

アップが図れていると考えていたのですが、そ

の地域が全て被害を受けることを想定していま

せんでした。言い訳になりますが、主要取水や

幹線の一つでも機能していれば、今回の断水に

ついても半分の時間ですんだと思います。

滝沢教授 ： 中島部長の一つでも機能していれば、

という言葉は非常に重い言葉です。自然災害は、

発生した後は「ありえない状況」といつも言わ

れます。また、今回の熊本地震で言えば、1回目

だけならば、計画どおりに1週間以内に復旧し

ていたと思われます。普段から災害時を想定して

基幹管路や施設の耐震化を図ることが重要です。

中島部長 ： 基幹管路の修繕は、地元の管工事組

合で行い、1週間で終えています。配水支管と給

水管の小管は、6月までかかりましたが、他都市

からの支援を受け、復旧期間を縮めることがで

きました。

滝沢教授 ： 繰り返しになりますが、熊本市で経

験された 2回の激甚

災害、これまでにな

い地震被害のパター

ンが、今後日本全国、

どの地域で発生して

もおかしくはないわ

けですが、普段の備

え、事前の地震対策、

実際に発生してから

の対応について、今

後どういう形で進め

ていけばよいとお考

えでしょうか。

中島部長 ： 熊本市でも技術者がかなり減ってい

る問題があります。少人数で実施できることに

限界があります。今回で言えば、熊本市管工事

協同組合98社の協力がありました。その中でも

緊急工事店として29社が日常の維持管理を市と

契約で実施し、輪番制で 24 時間待機しており

ます。熊本市で言えば、このシステムが存続す

る限りは、地震災害が発生しても、乗り切れる

だろうと考えております。この組織とのつなが

りがあれば、局の技術職のレベルも最低限はキー

プできますし、また局としては管理するノウハ

ウを高めたいと考えています。すべての技術の

継承ができれば、ベストですが、いかんせんマ

ンパワー不足は否めませんので、今後は局とし

て、仕事全体を把握する管理能力を高め、組合

などと連携して難事にあたってまいりたいと考

えています。

　今回の熊本地震では、若手の職員が私達の指

示を聞いて、的確に仕事をこなしてくれました。

これは私達もうれしかったのですが、災害時に

は、心・技・体の技の部分の経験が不足していても、

心と体で乗り切ってくれました。
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滝沢教授 ： 技術者が不足していくのは全国的な

課題となっていますが、今の部長のお話を聞い

ていると、職員数が減少する中で、水道事業体

相互や事業体と各種団体との協力体制を構築す

る必要があると感じました。また災害時であり、

マンパワー不足であるからこそ、一人一人が最

大限の力を発揮して、技術的な部分を補ってで

も、出来ることがあると実感いたしました。

　熊本市のように地域の中核となる都市は、今

回のように被災していなければ、他都市を支援

する立場だったと思います。そのあたりの立場

は苦しかったのでは・・・・。

中島部長 ： 非常につらかったです。日本水道協

会の熊本県支部の支部長を仰せつかっておりま

すので、県内自治体に応援しなければと気持ち

はありましたが、ここは九州支部長の福岡市さ

んにお願いしようと考えました。　

滝沢教授 ： 市内での管工事組合を含めた協力体

制、県内での協力体制、九州支部を通じた広域

的な応援体制、普段から交流を深めておくこと

が重要ですね。

中島部長 ： 水道管を扱って仕事をしていますの

で、人と人とのパイプは必要ですね。耐震管で

つなぐ必要がありますね。

－まとめとして

滝沢教授 ： 今回の熊本地震の経験から、連携の

必要性が叫ばれています。中島部長のおっしゃる

とおり、今後も全国の事業体で連携体制を強化す

べきです。また、このような大きな地震が連続し

て２回発生しても、2週間で断水を解消できたこ

とは、熊本市が普段から管路や施設の耐震化を図

られていたことが功を奏したと言えるでしょう。

　熊本市上下水道局におかれましては、災害直

後にもかかわらず、被災した水道施設関連のデー

タを整理されており、今後の日本の水道界にとっ

て貴重なデータとなると思います。今回の地震

の経験を踏まえて、熊本市には、支援を受ける

側としての経験や、受援体制を構築することの

重要性を伝えていただければと思います。

―本日はありがとうございました。

図2：復旧方針と経緯
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[速報] 
2016年熊本地震での 
地盤変状および水道管路被害 
状況調査結果

１．地震の概要1）

2016 年熊本地震では、震度 7を観測した
地震が立て続けに 2 回発生し、広範囲に渡り
断層が地表に出現した。表 1 に震度 7を観測
した 2 回の地震の概要を示す。図 1 に主な地
震の震源の位置および熊本県から大分県にか
けて想定されていた断層の位置を示す。熊本
地震は、次の 3 つの特徴があるといえる。

① 最大震度 7を観測した地震が立て続けに
2 回発生（4 月14日の前震、4 月16日の
本震）。

②  余震が非常に多い（7 月末時点で震度 1
以上を観測した地震が 1,941 回、震度 5
強以上の地震が 11 回）。

③地震により大きな断層が地表に出現。

（一社）日本ダクタイル鉄管協会

技術委員会　熊本地震調査団

表1　最大震度7を観測した地震の概要

14 ダクタイル鉄管 平成28.11 第99号

01
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2016 年熊本地震では、震度 7を観測した
地震が立て続けに 2 回発生し、広範囲に渡り
断層が地表に出現した。表 1 に震度 7を観測
した 2 回の地震の概要を示す。図 1 に主な地
震の震源の位置および熊本県から大分県にか
けて想定されていた断層の位置を示す。熊本
地震は、次の 3 つの特徴があるといえる。

① 最大震度 7を観測した地震が立て続けに
2 回発生（4 月14日の前震、4 月16日の
本震）。

②  余震が非常に多い（7 月末時点で震度 1
以上を観測した地震が 1,941 回、震度 5
強以上の地震が 11 回）。

③地震により大きな断層が地表に出現。

（一社）日本ダクタイル鉄管協会

技術委員会　熊本地震調査団

表1　最大震度7を観測した地震の概要
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２．水道管路の被害状況
（1） 被災地域の管路構成

表 2 に主な被災地域の事業体の管種別管
路延長を示す。図 2 に熊本市および熊本市以
外の周辺事業体の管種別管路構成を示す。

熊本市では全延長 3309km のうち、517km
で耐震継手のダクタイル鉄管が使用され、全体
の 16％を占める。一般継手のダクタイル鉄管は
1886km で全体の 57％を占めており，合わせる

と全体の約 73％でダクタイル鉄管が使用されて
いる。

一方で、周辺事業体では、耐震継手ダクタ
イル鉄管、一般継手ダクタイル鉄管を合わせて
も30％弱、塩化ビニル管が約 60%を占める状
況である。熊本市と周辺事業体では管種別の
構成に大きな違いがあることが確認できる。

地表面に現れた活断層
(熊本県益城町)

2mの横ずれ

図1　活断層と震源の分布1）,2）,3）,4）
（国土地理院の白地図に産業技術総合研究所の活断層データベース（2009）を追記して記載）

表2　熊本市周辺事業体の管路延長
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（2） 熊本市の管路被害状況
表 3 に熊本地震における熊本市の配水管の

被害状況を示す。7 月26日時点で、配水管の
被害が 259 件、空気弁や仕切弁などの付属設
備の被害が 171 件、合計 430 件の被害が発
生した。管種別では、鋼管が 95 件、一般継
手ダクタイル鉄管（DIP）が 70 件、鋳鉄管（CIP）
が 29 件、塩化ビニル管（VP）が 64 件であった。
また、耐震継手ダクタイル鉄管（DIP）に施工
不良による漏水が 1 件発生している（P22 ４. 参

照）。
図 3 に管路 1km 当たりの被害件数を表す

被害率を管種別に示す。鋼管（SP）の 0.50
件 /km、鋳鉄管（CIP）の 0.31 件 /km、塩
化ビニル管（VP）の 0.15 件 /km、一般継手
ダクタイル鉄管（DIP）の 0.04 件 /km の順に
高くなっていた。熊本市全体の被害率は、0.08
件 /km であった。

熊本市の被害率を、過去の大地震と比較し
たグラフを図 4 に示す。兵庫県南部地震の西

図2　管種別管路構成

表3　熊本市の配水管の被害状況（7/26現在）

（熊本市 全延長：3309km） （熊本市以外の周辺事業体　全延長：1160km）
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宮 市 0.721 件 /km や神 戸 市 0.316 件 /km、
中越地震の柏崎市 0.58 件 /km などの被害率
と比べて被害率が一ケタ小さいことが分かる。
また、当時、過去の大地震と比べて被害率が

低いとされた東日本大震災の仙台市 0.10 件 /
kmと同程度の低い被害率であった。これは、
地道に老朽管更新が進められてきた効果といえ
よう。
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図3　熊本市の管種別被害率（7/26現在）

図4　過去の大地震における被害率の比較
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３．調査結果
熊本地震による特徴的な被害の一覧を図 5

に示す。
震度 7を記録した益城町周辺では住宅の倒

壊が多発した。また、益城町の東側から西原
村にかけて、地表に断層が出現した。南阿蘇
村や阿蘇市では断層や土砂崩落などの大きな
地盤災害が発生した。

一方、熊本市では、益城町と隣接する東区
の水源地付近で口径 1350mm や 800mmと
いった基幹管路に甚大な被害が発生した。南
区では、液状化により電柱の沈下や住宅被害
などが発生した。

これら被害箇所の調査結果について以下に
述べる。

図5　熊本地震の特徴的な被害一覧
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3.1　断層調査
写真 1 に益城町堂園に出現した活断層を示

す。約 2m の水平変位が生じていた。写真 2
に阿蘇市赤水の断層の状況を示す。益城町と
は異なり、約 1.4m の鉛直変位が確認された。

3.2　液状化調査
図 6 に熊本市南区の液状化の状況を示す。

グレーの帯の範囲に液状化が見られた。この
地域では、液状化によって電柱の沈下や建物
の沈下による住宅被害などが発生した。

写真1　益城町堂園の断層 写真2　阿蘇市赤水の断層

図6　熊本市南区付近の液状化の状況
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3.3　管路被害調査
（1） 断層変位による管路被害（益城町下陳）

図 7 に益城町下陳で断層横断部に埋設され
ていた呼び径 100K 形ダクタイル鉄管の継手抜

け出しによる被害状況を示す。継手部は抜け出
したものの、管体は 1.35m 屈曲したにもかかわ
らず亀裂などの破損は生じなかった。

（2） 断層変位による管路被害（西原村）
図 8 に西原村の断層を横断していた呼び径

200A 形ダクタイル鉄管の被害状況を示す。断

層変位に加え地滑りも生じており、継手部は
1m 以上も抜け出していた。

図7　断層横断部の管路被害状況（益城町下陳）
＜呼び径100K形ダクタイル鉄管＞

図8　断層横断部の管路被害状況（西原村小森）
＜呼び径200A形ダクタイル鉄管＞
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（3）橋台取り合い部での管路被害（熊本市
東区沼山津）

図 9 に熊本市東区沼山津で発生した呼び径
800 の鋼管の漏水状況を示す。橋台と橋台付
近の地盤で約 50cm の不同沈下が生じた。漏

水は、橋台部と埋設部の取り合い部の破損によ
るものであった。可撓管は設置されていたもの
の、可撓管手前の橋台から埋設部に出た箇所
で破損が生じていた。

3.4�　耐震継手ダクタイル鉄管の埋設場所の調査
耐震継手ダクタイル鉄管の埋設場所の状況

を調査した。写真 3 に震源近くの益城町惣領
の呼び径 300NS 形ダクタイル鉄管の埋設場所
の状況を示す。道路には亀裂もなく、地盤変
状は確認できなかった。嘉島町井寺では、呼
び径 150GX 形ダクタイル鉄管が埋設されてお
り、この付近には写真 4 に示すような地表の亀

裂が複数の箇所で確認された。GX 形ダクタイ
ル鉄管の埋設場所の道路の破損状況を写真
5、写真 6 に示す。呼び径 150GX 形ダクタイ
ル鉄管の布設場所では、管軸方向に 30cmも
の地盤の圧縮と、管路を横断する10cm の地
盤沈下が確認されたが管路には被害がなかっ
た。

写真3　耐震継手ダクタイル鉄管の布設場所（益城町）
＜呼び径300NS形ダクタイル鉄管＞

写真4　 呼び径150 GX形ダクタイル鉄管埋設
場所付近の地表の亀裂（嘉島町）

図9　水管橋橋台部の管路被害状況（熊本市東区）
＜呼び径800鋼管＞
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４．耐震継手ダクタイル鉄管の施工不良
熊本市において、呼び径 300NS 形ダクタイ

ル鉄管に施工不良による漏水が発生した。図
10 に漏水部付近の配管図を示す。漏水は 45
°曲管挿し口とライナ付直管の受口部で発生し
た。写真 6 に示すように、漏水は受口部 9 時
方向で発生した。

漏水した継手部を詳細に調査した結果、以
下のことが判明した。

① ロックリングに変形はなく、挿し口突部と接
触した形跡がない。

② 挿し口突部にも同様に変形がなく、ロックリ
ングと接触した形跡がない。

③ ゴム輪には挿し口突部が収まっていた場所
の跡が確認できた（写真 7）。

以上から、図 11 に示すように挿し口突部は
ゴム輪の位置までしか挿入されず、ロックリング
を通過していなかったため、離脱防止機能が
発揮できない状態で布設され、地震時の地盤
変位で漏水が発生したものと考えられる。

NS 形ダクタイル鉄管の性能が正しく発揮され
るためには、接合要領書に記載された手順で
接合し、挿し口突部がロックリングを超えるまで、
挿し口を確実に引き込むことが重要である。

図10　漏水箇所の配管
写真7　漏水状況

漏水
（9時方向）

写真5　耐震継手ダクタイル鉄管の布設場所（嘉島町）
＜呼び径150GX形ダクタイル鉄管＞

写真6　耐震継手ダクタイル鉄管の布設場所（嘉島町）
＜呼び径150GX形ダクタイル鉄管＞
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５．まとめ
熊本地震における調査結果をまとめると、以

下のようになる。
① 熊本市の配水管の被害率は 0.08 件 /km

であり、過去の大地震における被害率に
比べて低い値であった。これは老朽管更
新を進めてきた効果と考えられる。

② 耐震継手ダクタイル鉄管は、熊本市で
517km、周辺事業体を含めると580km
布設されていたが被害はなく、複数回の
地震に耐える耐震性能を実証した。

③ 地表面に出現した断層を横断する耐震継
手ダクタイル鉄管は確認されていないが、
K 形など一般継手管は継手の抜け等の被
害を受けており、断層対策の重要性が再
認識された。

④ 橋台との取り合い部で管路被害が生じてお
り、取り合い部の設計には、より一層の注
意が必要であることが再認識された。

⑤ 熊本市において、呼び径 300NS 形ダクタ
イル鉄管に施工不良による漏水が発生し
た。原因は挿し口突部がゴム輪の位置ま
でしか挿入されず、ロックリングを通過して
いなかったため、離脱防止機能が発揮で
きない状態で布設され、地震時の地盤変
位で漏水が発生したものと考えられる。

[参考文献]
1）  気象庁：気象庁ホームページ、http://www.

jma.go.jp/jma/index.htm
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mech/

3）  産業技術総合研究所 地震・活断層研究センター：
活断層データベース2009 年 7 月23日版（2009）、
https://gbank.gsj.jp/activefault/index_gmap.
html

4）  国土地理院：地理院タイル（白地図）、http://
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写真8　漏水箇所のゴム輪の圧痕 図11　漏水した継手が布設されていた状態

ゴム輪

挿し口突部と長期間
接触していた圧痕

23[速報] 2016年熊本地震での地盤変状および水道管路被害状況調査結果



Technical Report 技術レポート

京都市における配水管の更新と
耐震化の取組みについて

１.はじめに
京都市は、京都府の南部に位置し、京都盆

地の北半分と山科盆地に市街地が形成された
内陸都市である。人口は、147 万人を有する
政令指定都市で、東京 23 区を含めて全国第
9 位であり、京都府の人口の 6 割近くを占めて
いる。

市政を施行した明治 22 年当時、上京区、
下京区の 2 区で構成された市域は、面積が
2,977ha であったが、順次周辺市町村を編入・
合併し、平成 17 年の京北町の合併により、現
在は、面積が 82,783ha で、東西方向は約 30
㎞、南北方向は約 50km に及び、11 行政区
を置いている。

京都は、平安建都以来 1200 年を超える歴
史を積み重ねてきた古都である。世界遺産を

含む数多くの国宝や重要文化財、神社仏閣、
歴史的景観を形成する建築物や庭園、土木
遺産を多数有するとともに、長い歴史に培われ
た文化、伝統産業なども多く存在し、京都を訪
れる人 を々魅了している。平成 27 年の京都市
の観光客数は 5,684 万人で、外国人宿泊者は
316 万人となっている。日々 、約 15 万人の人々
が京都市を訪れていることになる。

２.京都市水道の創設
京都市の水道事業は、当時の京都市三大

事業である「上水道の敷設」、「琵琶湖第 2
疏水の開削」、「道路拡築及び市営電気鉄道
の敷設」の 1 つとして、明治 42 年に蹴上浄
水場（当時は京都市水道浄水地と呼称）の建
設と配水管の布設工事に着手し、同 45 年 3 月
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に竣工、4 月1日から給水を開始したことに始ま
る。水源を琵琶湖に求め、「琵琶湖第 2 疏水
の開削」により取水量を増した琵琶湖疏水を通
じて取水した。計画給水人口は 50 万人、計
画 1日最大給水量は 68,100㎥であった。

蹴上浄水場には、沈澱池とろ過池、配水
池（低区、高区）、ポンプ設備などを建設し、
日本で初めて急速ろ過方式を採用した。さら
に、市街地への給水のために配水管を、幹線
52km、支線 139km、計 191㎞布設した。

配水方式は配水池からの自然流下方式と

し、低区と高区の給水区を設けた。低区に
ついては、琵琶湖（基準水位：O.P.（※ 1）
+85.614m）から浄水施設を経て、低区配水池

（HWL：O.P.+75m）を経由し、市街地まで自
然流下で給水することが可能である。

一方で、浄水場の立地については、琵琶湖
第 2 疏水の終点付近であることと標高の制約を
受け、東山連峰華頂山山腹に用地を求め、急
速ろ過方式を採用して用地不足に対応した。

※ 1　 O.P.：大阪湾最低潮位（明治 7 年の最低潮
位を基準面にした。）

写真1：完成時の蹴上浄水場全景（明治45年3月26日撮影）
（左から沈殿池、ろ過場、低区配水池、管理棟、山の中腹には高区配水池、手前は琵琶湖疏水のインクライン）

写真2：知恩院南門前の配水管布設工事
（明治44年1月24日撮影）

写真3：小川通元誓願寺通の制水弁布設工事
（明治44年10月15日撮影）
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３.配水管更新のあゆみ
本市の水道事業は、明治 45 年（1912 年）

に給水を開始して以来、都市の発展に伴う人
口の増加や周辺市町村との合併に伴う給水区
域の拡張によって、年々増加する水需要に対
応するため、施設の拡張整備を進めてきた。
事業開始から100 年を超え、施設の改築・更
新事業についても取り組んできているが、高度
経済成長期に拡張整備した施設の老朽化が進
み、これら施設が更新の時期を迎えている。

一方で、有収水量は平成 2 年度をピークに
一貫して減少しており、平成 27 年度では 22％
減少している。人口減少や高齢化、節水型の
機器の普及によって、今後も減少傾向が続く
ものと予想され、有収水量の減少・料金収入
の減少を前提とした事業運営が必要となってい
る。

水道創設当初は191kmであった配水管延長
（※ 2）は、第 1 次から第 8 次に及ぶ拡張事
業を経て、現在は、2,546km（平成 27 年度末）
となっている。残存する配水管の布設年度別・
管種別の延長を図１に示す。

この間、配水管の更新事業については、5
箇年計画の配水管整備事業として昭和 38 年
度から第 1 期事業に着手し、第 7 期事業の平
成 15 年度まで実施した。平成 16 年度からは
上水道施設整備事業のなかで更新事業を実施
している。配水管整備事業の変遷を図 2 に示
す。
※2 　本市では、呼び径100以上を配水管、呼び径75

以下を補助配水管と呼称している。平成27年度
末で、配水管延長は2,546km、補助配水管延長は
1,361km、合計は3,907kmとなっている。

図1　残存する配水管の布設年度別・管種別の延長
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これまでの配水管更新事業において、強度
の劣る鋳鉄管の更新を平成 21 年度にほぼ終
え、水道創設当時の配水管は残っていない。
平成 21 年度以降は、昭和 34 年から52 年ま
でに布設した初期ダクタイル鋳鉄管（直管部分
はダクタイル鋳鉄管で、異形管部分は鋳鉄管）
を更新対象として、耐震性の高い高機能ダクタ
イル鋳鉄管に布設替えを行ってきている。平成
26 年度からはダクタイル鋳鉄管のなかでも最新
で耐用年数が 100 年と言われているＧＸ形管を

採用している。ダクタイル鋳鉄管の耐震化と高
機能化の採用経過を表 1 に示す。

なお、強度の劣る鋳鉄管や石綿セメント管の
布設替えを推進した結果、老朽化等による配
水管の漏水発生件数は、昭和 57 年の 1,458
件をピークにして大きく減少し、平成７年度以降
は年平均で約 60 件程度とほぼ横ばいで推移し
ており、平成 27 年度は 57 件であった。配水管

（呼び径 100 以上）の漏水発生件数の推移
を図 3 に示す。

図2　配水管整備事業の変遷
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４.配水管更新の現状と課題
今日、水道は日常生活に欠かすことのできな

いライフラインとなっているが、全国的に配水管
の老朽化が進行しており、計画的な更新が大
きな課題となっている。

本市水道事業の配水管は、そのほとんどが
昭和 40 年代から50 年代に布設されたもので、

今後、順次耐用年数を迎えることになり、大量
に更新していかなければならない。
「京

みやこ

の水ビジョン」の前期５箇年の実施計画
である中期経営プラン（2008-2012）では、配
水管の更新率を年間 0.5%として事業を進めて
きた。しかし 0.5% では配水管更新に 200 年を
要することになり、また、配水管の老朽化のスピー

表－1　ダクタイル鋳鉄管の高機能化の採用経過

初期ダクタイル鋳鉄管 ダクタイル鋳鉄管

材　質 直　管：ダクタイル鋳鉄製
異形管：鋳鉄製

直　管：ダクタイル鋳鉄製
異形管：ダクタイル鋳鉄製

継　手 耐震性能に劣る継手 耐震性能に劣る継手 耐震性能を有する継手、又は
離脱防止機構付き耐震継手

布設年 昭和 34 年～ 52 年 昭和 42 年～平成 9 年 昭和 46 年～

材　質 直　管：ダクタイル鋳鉄製
異形管：ダクタイル鋳鉄製 昭和 42 年度～

継　手
耐震性能を有する継手の採用　※ 1 　 K　形 ※3 昭和 46 年度～
離脱防止機構付き耐震継手の採用　※ 2 S　形 昭和 57 年度～

内面ライニング エポキシ樹脂粉体塗装の採用
直　管 平成 21 年度～
異形管 昭和 52 年度～

外面塗装 外面耐食塗装 (GX 形管 C-Protect) の採用 φ250以下 平成 26 年度～

外面被覆 ポリエチレンスリーブ被覆による
外面腐食対策の採用

洛西地域 ※4 昭和 53 年度～
φ 300以上 平成 8 年度～

全　線 平成 15 年度～
※ 1　「主要管路の耐震適合性管率」の対象
※ 2　「管路の耐震化率」及び「主要管路の耐震適合性管率」の対象
※ 3　 耐震性能を有する継手は、幹線から製品化され、順次主要支線に採用
※ 4　 洛西地域は、腐食性土壌の地域
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５.現在の取組み
平成 23 年 3 月は東日本大震災が発災し、

同年 6 月には本市洛西地域で腐食性土壌によ
る配水管の漏水によってサンドブラスト現象にて
ガス管破損事故が起こったことなどを契機とし
て、地震等の災害対策の強化や老朽化する
配水管の更新のスピードアップに着手することと
した。

これを受けて、平成 25 年度から29 年度ま
での５箇年計画である現行の「中期経営プラン

（2013-2017）」では、老朽化した配水管更新
のスピードアップが喫緊の課題であるという認識
のもと、配水管の更新率を、平成 24 年度まで
の 5 年間平均の 0.5% から段階的に引き上げ
平成29年度には1.2%にすることにした。さらに、
平成 30 年度以降も配水管の更新率を引き上
げ 1.5% 以上とすることにしている。

配水管更新のスピードアップを図る財源の一
部として、平成 25 年 10 月検針分から行った

料金改定で、水道料金は 9.6% の値上げを実
施した。負担が将来へと先送りとならないよう、
新たに資産維持費を導入した。前プラン（2008-
2012）における配水管更新の実績と、現在のプ
ラン（2013-2017）における配水管更新の計画
と実績を示す（表 3、表 4 参照）。

平成 27 年度は、62.6 億円の事業費で、配
水管は 24.6km、補助配水管は 10.4km、併せ
て 35.0km の更新を実施しており、配水管更新
率は 1.0% であった。

平成 28 年度は、73.5 億円の事業費で、配
水管は 28.7km、補助配水管は 8km、併せて
36.7kmを更新し、配水管更新率は 1.1% にす
る予定である。

配水管の更新にあたっては、布設年次や管
種に加えて、漏水時に断水などの影響が大き
い口径が 200mm 以上の管路、過去に漏水が
発生した管路、代替機能のない管路などを優
先して取り替えている。

ドに対応することができない。
本市水道事業における平成 26 年度の経年

化管路（※ 3）率は 16.1%、管路の更新率は
0.8%、管路の耐震化率は 11.4% で、大都市
平均を下回っている。経年化管路率、管路の
更新率、管路の耐震化率の比較（平成 26 年
度）を表 2 に示す。

平成 27 年度は、経年化管路率 17.4%、管
路の更新率 0.9%、管路の耐震化率 12.5% に
上昇し、管路の更新率・耐震化率は向上して
いる。
※ 3 　管路は、導水管、送水管、配水管、補助配

水管の全体を指し、総延長は平成 27 年度末で
3,927km である。配水管（呼び径 100 以上）に
限ると前述のとおり延長は 2,546km である。

表－4　現中期経営プラン（2013‐2017）における配水管更新計画と実績

表－２　管路の耐震化率、管路の更新率、経年化管路率の比較（平成26年度）

表－3　前中期経営プラン(2008‐2012)における配水管更新の実績

経年化管路率 管路の更新率 管路の耐震化率

京都市

19大都市平均

16.1%

17.2%

0.8%

1.0%

11.4%

22.9%

※ 経年化管路率とは、管路の総延長における法定耐用年数４０年を超える管路延長の割
合である。

※ 管路の更新率とは、管路の総延長に対する更新延長の割合である。
※ 管路の耐震化率とは、管路の総延長に対する耐震管（耐震継手）延長の割合である。
※ 19大都市とは、政令指定都市20市に東京都を加え、千葉市と相模原市を除いたもの

年度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 5箇年平均

更新延長 13.0km 12.1km 12.4km 14.2km 15.4km 13.4km

更 新 率 0.51% 0.48% 0.49% 0.56% 0.61% 0.53%

事業費 (億円 ) 34.9 億円 26.9 億円 33.1 億円 36.6 億円 40.1 億円 34.3 億円

年度　 平成 25 年
( 実績 )

平 成 26 年
( 実績 )

平 成 27 年
( 実績 )

平成 28 年
(予算 )

平成 29年
( 計画 ) 合　計

長
延
新
更

配水管
( 更新率 )

23.5km
(0.9%)

22.0km
(0.9%)

24.6km
(1.0%)

28.7km
(1.1%)

30km
(1.2%) 128.8km

補助配水管 7.7km 8.1km 10.4km 8.0km 8km 42.2km

計 31.2km 30.1km 35.0km 36.7km 38km 171.0km

費
業
事
新
更 配水管  54.0 億円  50.7 億円  54.7 億円  67.0 億円 71.0 億円 297.4 億円

補助配水管   6.1 億円   6.6 億円   7.9 億円   6.5 億円 6.5 億円 33.6 億円

計  60.1 億円  57.3 億円  62.6 億円  73.5 億円 77.5 億円 331.0 億円

資産維持費  17.7 億円  31.1 億円  29.5 億円  25.2 億円 11.5 億円 115.0 億円

表２　経年化管路率、管路の更新率、管路の耐震化率の比較（平成26年度）
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６.今後の取組み
現在、昭和 34 年から昭和 52 年までに布設

した初期ダクタイル鋳鉄管を対象として更新事
業を行っていることは、前述した。

この初期ダクタイル鋳鉄管は、平成 27 年度
末で 492km が残っており、その更新事業費に
は 1,260 億円を要することとなる。初期ダクタイ
ル鋳鉄管の残存状況とその更新事業費（概算）
を表 5 に示す。

水道管の法定耐用年数は、40 年となってい
るが、実際にはもっと長く使用でき、初期ダクタ

イル鋳鉄管の実際の耐用年数は 50 年程度と
考えている。管種別の耐用年数の目安を表 6
に示す。平成 39 年までに初期ダクタイル鋳鉄
管を更新すると、実際の耐用年数の内に更新
できることになる。耐用年数を超過する配水管
延長とその割合を表 7 に示す。

そこで、平成 30 年度から39 年度までの次
期経営ビジョンにおいて、すべての初期ダクタイ
ル鋳鉄管を高機能ダクタイル鋳鉄管に更新する
ことについて、重点施策として打ち出していくこ
とが重要であると考えている。

表－4　現中期経営プラン（2013‐2017）における配水管更新計画と実績

表－２　管路の耐震化率、管路の更新率、経年化管路率の比較（平成26年度）

表－3　前中期経営プラン(2008‐2012)における配水管更新の実績

経年化管路率 管路の更新率 管路の耐震化率

京都市

19大都市平均

16.1%

17.2%

0.8%

1.0%

11.4%

22.9%

※ 経年化管路率とは、管路の総延長における法定耐用年数４０年を超える管路延長の割
合である。

※ 管路の更新率とは、管路の総延長に対する更新延長の割合である。
※ 管路の耐震化率とは、管路の総延長に対する耐震管（耐震継手）延長の割合である。
※ 19大都市とは、政令指定都市20市に東京都を加え、千葉市と相模原市を除いたもの

年度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 5箇年平均

更新延長 13.0km 12.1km 12.4km 14.2km 15.4km 13.4km

更 新 率 0.51% 0.48% 0.49% 0.56% 0.61% 0.53%

事業費 (億円 ) 34.9 億円 26.9 億円 33.1 億円 36.6 億円 40.1 億円 34.3 億円

年度　 平成 25 年
( 実績 )

平 成 26 年
( 実績 )

平 成 27 年
( 実績 )

平成 28 年
(予算 )

平成 29年
( 計画 ) 合　計

長
延
新
更

配水管
( 更新率 )

23.5km
(0.9%)

22.0km
(0.9%)

24.6km
(1.0%)

28.7km
(1.1%)

30km
(1.2%) 128.8km

補助配水管 7.7km 8.1km 10.4km 8.0km 8km 42.2km

計 31.2km 30.1km 35.0km 36.7km 38km 171.0km

費
業
事
新
更 配水管  54.0 億円  50.7 億円  54.7 億円  67.0 億円 71.0 億円 297.4 億円

補助配水管   6.1 億円   6.6 億円   7.9 億円   6.5 億円 6.5 億円 33.6 億円

計  60.1 億円  57.3 億円  62.6 億円  73.5 億円 77.5 億円 331.0 億円

資産維持費  17.7 億円  31.1 億円  29.5 億円  25.2 億円 11.5 億円 115.0 億円

表－５　初期ダクタイル鋳鉄管の残存状況（平成27年度末）とその更新事業費(概算)

表－６　管種別の耐用年数の目安

表－７　耐用年数を超過する配水管の延長とその割合

※ 配水管更新率を、現中期経営プランのとおりH29までは段階的に更新率を1.2%まで上げ、H30年からH32年ま
でについても段階的に更新率を1.5%まで上げ、以降1.5%を継続した場合を示している。

種 別 延 長

配水幹線φ350以上
（昭和34～ 41年布設） 　56 km

配水支線φ200以上
（昭和36～ 52年布設） 162 km

配水支線φ200未満
（昭和36～ 52年布設） 274 km

合　計
（主要配水管の合計）

φ200以上
492 km

（218 km）

更新事業費(概算)　1,260億円
（主要配水管の更新　710億円）
φ200以上

対象管路 布設年度 設定耐用年数

①鋳鉄管 大正 12 年～昭和 41 年 40 年

②初期ダクタイル管 昭和 34 年～昭和 52 年 50 年程度

③ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブなし） 昭和 42 年～ 60 年程度

④ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブあり）

[ 洛西地域※4 ] 昭和 53 年～

80 年以上[φ300以上]  平成 8 年～

[ 全　線 ] 平成 15 年～

⑤鋼　管 昭和 5 年～ 40 年～ 50 年程度

年度 平成 27年度
（2015年）

平成 29年度
（2017年）

平成 34 年度
（2022年）

平成 39年度
（2027年）

平成 44 年度
（2032年）

耐用年数を法定
(40 年 )とした場合

679.2km
（26.7%）

726km
（28.4%）

942km
（36.4%）

1053km
（40.2%）

1184km
（45.1%）

耐用年数を
表６とした場合

79.0km
（3.1%）

91km
（3.6%）

195km
（7.5%）

108km
（4.1%）

0km
（0%）

※４　洛西地域は、腐食性土壌の地域

表3　前中期経営プラン（2008-2012）における配水管更新の実績

表5　初期ダクタイル鋳鉄管の残存状況（平成27年度末）とその更新事業費（概算）

表－4　現中期経営プラン（2013‐2017）における配水管更新計画と実績

表－２　管路の耐震化率、管路の更新率、経年化管路率の比較（平成26年度）

表－3　前中期経営プラン(2008‐2012)における配水管更新の実績

経年化管路率 管路の更新率 管路の耐震化率

京都市

19大都市平均

16.1%

17.2%

0.8%

1.0%

11.4%

22.9%

※ 経年化管路率とは、管路の総延長における法定耐用年数４０年を超える管路延長の割
合である。

※ 管路の更新率とは、管路の総延長に対する更新延長の割合である。
※ 管路の耐震化率とは、管路の総延長に対する耐震管（耐震継手）延長の割合である。
※ 19大都市とは、政令指定都市20市に東京都を加え、千葉市と相模原市を除いたもの

年度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 5箇年平均

更新延長 13.0km 12.1km 12.4km 14.2km 15.4km 13.4km

更 新 率 0.51% 0.48% 0.49% 0.56% 0.61% 0.53%

事業費 (億円 ) 34.9 億円 26.9 億円 33.1 億円 36.6 億円 40.1 億円 34.3 億円

年度　 平成 25 年
( 実績 )

平 成 26 年
( 実績 )

平 成 27 年
( 実績 )

平成 28 年
(予算 )

平成 29年
( 計画 ) 合　計

長
延
新
更

配水管
( 更新率 )

23.5km
(0.9%)

22.0km
(0.9%)

24.6km
(1.0%)

28.7km
(1.1%)

30km
(1.2%) 128.8km

補助配水管 7.7km 8.1km 10.4km 8.0km 8km 42.2km

計 31.2km 30.1km 35.0km 36.7km 38km 171.0km

費
業
事
新
更 配水管  54.0 億円  50.7 億円  54.7 億円  67.0 億円 71.0 億円 297.4 億円

補助配水管   6.1 億円   6.6 億円   7.9 億円   6.5 億円 6.5 億円 33.6 億円

計  60.1 億円  57.3 億円  62.6 億円  73.5 億円 77.5 億円 331.0 億円

資産維持費  17.7 億円  31.1 億円  29.5 億円  25.2 億円 11.5 億円 115.0 億円

表4　現中期経営プラン（2013-2017）における配水管更新計画と実績
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６.今後の取組み
現在、昭和 34 年から昭和 52 年までに布設

した初期ダクタイル鋳鉄管を対象として更新事
業を行っていることは、前述した。

この初期ダクタイル鋳鉄管は、平成 27 年度
末で 492km が残っており、その更新事業費に
は 1,260 億円を要することとなる。初期ダクタイ
ル鋳鉄管の残存状況とその更新事業費（概算）
を表 5 に示す。

水道管の法定耐用年数は、40 年となってい
るが、実際にはもっと長く使用でき、初期ダクタ

イル鋳鉄管の実際の耐用年数は 50 年程度と
考えている。管種別の耐用年数の目安を表 6
に示す。平成 39 年までに初期ダクタイル鋳鉄
管を更新すると、実際の耐用年数の内に更新
できることになる。耐用年数を超過する配水管
延長とその割合を表 7 に示す。

そこで、平成 30 年度から39 年度までの次
期経営ビジョンにおいて、すべての初期ダクタイ
ル鋳鉄管を高機能ダクタイル鋳鉄管に更新する
ことについて、重点施策として打ち出していくこ
とが重要であると考えている。

表－4　現中期経営プラン（2013‐2017）における配水管更新計画と実績

表－２　管路の耐震化率、管路の更新率、経年化管路率の比較（平成26年度）

表－3　前中期経営プラン(2008‐2012)における配水管更新の実績

経年化管路率 管路の更新率 管路の耐震化率

京都市

19大都市平均

16.1%

17.2%

0.8%

1.0%

11.4%

22.9%

※ 経年化管路率とは、管路の総延長における法定耐用年数４０年を超える管路延長の割
合である。

※ 管路の更新率とは、管路の総延長に対する更新延長の割合である。
※ 管路の耐震化率とは、管路の総延長に対する耐震管（耐震継手）延長の割合である。
※ 19大都市とは、政令指定都市20市に東京都を加え、千葉市と相模原市を除いたもの

年度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 5箇年平均

更新延長 13.0km 12.1km 12.4km 14.2km 15.4km 13.4km

更 新 率 0.51% 0.48% 0.49% 0.56% 0.61% 0.53%

事業費 (億円 ) 34.9 億円 26.9 億円 33.1 億円 36.6 億円 40.1 億円 34.3 億円

年度　 平成 25 年
( 実績 )

平 成 26 年
( 実績 )

平 成 27 年
( 実績 )

平成 28 年
(予算 )

平成 29年
( 計画 ) 合　計

長
延
新
更

配水管
( 更新率 )

23.5km
(0.9%)

22.0km
(0.9%)

24.6km
(1.0%)

28.7km
(1.1%)

30km
(1.2%) 128.8km

補助配水管 7.7km 8.1km 10.4km 8.0km 8km 42.2km

計 31.2km 30.1km 35.0km 36.7km 38km 171.0km

費
業
事
新
更 配水管  54.0 億円  50.7 億円  54.7 億円  67.0 億円 71.0 億円 297.4 億円

補助配水管   6.1 億円   6.6 億円   7.9 億円   6.5 億円 6.5 億円 33.6 億円

計  60.1 億円  57.3 億円  62.6 億円  73.5 億円 77.5 億円 331.0 億円

資産維持費  17.7 億円  31.1 億円  29.5 億円  25.2 億円 11.5 億円 115.0 億円

表－５　初期ダクタイル鋳鉄管の残存状況（平成27年度末）とその更新事業費(概算)

表－６　管種別の耐用年数の目安

表－７　耐用年数を超過する配水管の延長とその割合

※ 配水管更新率を、現中期経営プランのとおりH29までは段階的に更新率を1.2%まで上げ、H30年からH32年ま
でについても段階的に更新率を1.5%まで上げ、以降1.5%を継続した場合を示している。

種 別 延 長

配水幹線φ350以上
（昭和34～ 41年布設） 　56 km

配水支線φ200以上
（昭和36～ 52年布設） 162 km

配水支線φ200未満
（昭和36～ 52年布設） 274 km

合　計
（主要配水管の合計）

φ200以上
492 km

（218 km）

更新事業費(概算)　1,260億円
（主要配水管の更新　710億円）
φ200以上

対象管路 布設年度 設定耐用年数

①鋳鉄管 大正 12 年～昭和 41 年 40 年

②初期ダクタイル管 昭和 34 年～昭和 52 年 50 年程度

③ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブなし） 昭和 42 年～ 60 年程度

④ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブあり）

[ 洛西地域※4 ] 昭和 53 年～

80 年以上[φ300以上]  平成 8 年～

[ 全　線 ] 平成 15 年～

⑤鋼　管 昭和 5 年～ 40 年～ 50 年程度

年度 平成 27年度
（2015年）

平成 29年度
（2017年）

平成 34 年度
（2022年）

平成 39年度
（2027年）

平成 44 年度
（2032年）

耐用年数を法定
(40 年 )とした場合

679.2km
（26.7%）

726km
（28.4%）

942km
（36.4%）

1053km
（40.2%）

1184km
（45.1%）

耐用年数を
表６とした場合

79.0km
（3.1%）

91km
（3.6%）

195km
（7.5%）

108km
（4.1%）

0km
（0%）

※４　洛西地域は、腐食性土壌の地域

表3　前中期経営プラン（2008-2012）における配水管更新の実績

表5　初期ダクタイル鋳鉄管の残存状況（平成27年度末）とその更新事業費（概算）

表－4　現中期経営プラン（2013‐2017）における配水管更新計画と実績

表－２　管路の耐震化率、管路の更新率、経年化管路率の比較（平成26年度）

表－3　前中期経営プラン(2008‐2012)における配水管更新の実績

経年化管路率 管路の更新率 管路の耐震化率

京都市

19大都市平均

16.1%

17.2%

0.8%

1.0%

11.4%

22.9%

※ 経年化管路率とは、管路の総延長における法定耐用年数４０年を超える管路延長の割
合である。

※ 管路の更新率とは、管路の総延長に対する更新延長の割合である。
※ 管路の耐震化率とは、管路の総延長に対する耐震管（耐震継手）延長の割合である。
※ 19大都市とは、政令指定都市20市に東京都を加え、千葉市と相模原市を除いたもの

年度 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 5箇年平均

更新延長 13.0km 12.1km 12.4km 14.2km 15.4km 13.4km

更 新 率 0.51% 0.48% 0.49% 0.56% 0.61% 0.53%

事業費 (億円 ) 34.9 億円 26.9 億円 33.1 億円 36.6 億円 40.1 億円 34.3 億円

年度　 平成 25 年
( 実績 )

平 成 26 年
( 実績 )

平 成 27 年
( 実績 )

平成 28 年
(予算 )

平成 29年
( 計画 ) 合　計

長
延
新
更

配水管
( 更新率 )

23.5km
(0.9%)

22.0km
(0.9%)

24.6km
(1.0%)

28.7km
(1.1%)

30km
(1.2%) 128.8km

補助配水管 7.7km 8.1km 10.4km 8.0km 8km 42.2km

計 31.2km 30.1km 35.0km 36.7km 38km 171.0km

費
業
事
新
更 配水管  54.0 億円  50.7 億円  54.7 億円  67.0 億円 71.0 億円 297.4 億円

補助配水管   6.1 億円   6.6 億円   7.9 億円   6.5 億円 6.5 億円 33.6 億円

計  60.1 億円  57.3 億円  62.6 億円  73.5 億円 77.5 億円 331.0 億円

資産維持費  17.7 億円  31.1 億円  29.5 億円  25.2 億円 11.5 億円 115.0 億円

表4　現中期経営プラン（2013-2017）における配水管更新計画と実績
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７.おわりに
創設から104 年が経過した本市水道事業

は、先人たちのたゆまぬ努力により、築き上げ
られ、継承し、発展してきた。この水道事業を
今後も安定的に継続させていくためには、次の
ことが求められると考えている。

①施設の改築・更新を、最適な時期に、適
切な範囲で着実に行い、さらに強靭化を図って
いく。

②施設の改築・更新には多額の費用が必要

となるが、少子・高齢化や人口減少による水
需要のさらなる減少を見据え、その財源の確保
を図っていく。

③水道事業を担っていく人材を確保し、その
育成を図り、培ってきた技術力を維持・継承さ
せていく。

これらの取り組みを実践的に行うことにより、
新世紀に入った水道事業を持続させ、次の百
年への歩みを確固たるものとし、さらにその先
へと繋いでいきたい。

表－５　初期ダクタイル鋳鉄管の残存状況（平成27年度末）とその更新事業費(概算)

表－６　管種別の耐用年数の目安

表－７　耐用年数を超過する配水管の延長とその割合

※ 配水管更新率を、現中期経営プランのとおりH29までは段階的に更新率を1.2%まで上げ、H30年からH32年ま
でについても段階的に更新率を1.5%まで上げ、以降1.5%を継続した場合を示している。

種 別 延 長

配水幹線φ350以上
（昭和34～ 41年布設） 　56 km

配水支線φ200以上
（昭和36～ 52年布設） 162 km

配水支線φ200未満
（昭和36～ 52年布設） 274 km

合　計
（主要配水管の合計）

φ200以上
492 km

（218 km）

更新事業費(概算)　1,260億円
（主要配水管の更新　710億円）
φ200以上
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②初期ダクタイル管 昭和 34 年～昭和 52 年 50 年程度

③ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブなし） 昭和 42 年～ 60 年程度

④ダクタイル鋳鉄管
　（ポリエチレンスリーブあり）

[ 洛西地域※4 ] 昭和 53 年～

80 年以上[φ300以上]  平成 8 年～

[ 全　線 ] 平成 15 年～

⑤鋼　管 昭和 5 年～ 40 年～ 50 年程度

年度 平成 27年度
（2015年）

平成 29年度
（2017年）

平成 34 年度
（2022年）

平成 39年度
（2027年）

平成 44 年度
（2032年）

耐用年数を法定
(40 年 )とした場合

679.2km
（26.7%）

726km
（28.4%）

942km
（36.4%）

1053km
（40.2%）

1184km
（45.1%）

耐用年数を
表６とした場合

79.0km
（3.1%）

91km
（3.6%）

195km
（7.5%）

108km
（4.1%）

0km
（0%）

※４　洛西地域は、腐食性土壌の地域

表6　管種別の耐用年数の目安

表7　耐用年数を超過する配水管の延長とその割合
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安心・安全な生活と快適な暮らし
を支える水道

木津川市上下水道部

水道工務課

課長

小川　清司

１．はじめに
木津川市は、平成１９年３月１２日に、人口

66,490 人、京都府で１５番目の市として、木津
町・加茂町・山城町の３町が合併して誕生し、
今年で１０年目を迎えた。市の人口について、
各地区（旧町）における過去１０年間の推移
をみると、木津地区は開発団地による社会増を
要因として増加傾向にあり、山城および加茂地
区は減少傾向となっている。新市全体では増
加傾向にあり、今後も開発団地による社会増が
見込まれ、更なる増加が予測されるところであ
る。給水量についても、人口と同様に緩やかな
増加傾向を示しており、当面はこの傾向は続く
ものと考えられる。

本市は、近畿のほぼ中央、京都府南部の
山城地域に位置し、北は井手町、和束町、東

は笠置町、西は精華町、南は奈良市と境を
接し、京都・大阪の中心部から３０ｋｍ圏内に
ある。当地域の北東側と南東側に山地が広が
り、その間をぬって木津川が中心部を東から
西に、そして西端部で大きくカーブし、北へ向
かって流れており、木津川に沿った地域に平野
部が広がって
いる。総面積
は 85.12 ㎢ で
ある。

木津川市上下水道部

水道工務課

主幹

福井　崇文

図1　京都府木津川市の位置図
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03
２．木津川市水道事業の沿革

水道事業については、新市発足時の平成
１９年３月１２日に「木津町上水道事業」を「木
津川市木津地区上水道事業」として、「加茂
町上水道事業」を「木津川市加茂地区上水
道事業」として、そして「山城町上水道事業」
を「木津川市山城地区上水道事業」として事
業名称の変更届を行い合併前の形態で運営し
ていたが、平成２４年４月１日に「木津川市水
道事業」として統一を行なった。簡易水道事
業は、加茂町瓶原地区簡易水道事業を「木
津川市瓶原地区簡易水道事業」として事業名

称の変更届を行い、運営しているが、平成２９
年４月１日に簡易水道を水道事業に統合し、事
業経営を一元化することで合理化を図り、事業
経営を行っていく予定である。

３．上水道事業の技術継承
本市は、先にも述べたとおり、現在は 3 上水

道事業、1 簡易水道事業で運営を行っている。
合併時の各水道事業の技術継承および技術
向上のため、平成 19 年 5 月に SQC 会議（技
術職員スキルアップ会議）を立ち上げ、月1 回
水道技術の研修および問題討議の場としてい
る。そういった取り組みにより、今後の水道管
路の更新事業について施工性・耐震性・耐食

性に加えトータルコストを考慮して今後の老朽管
更新を行っていこうと考えている。

今回、日本ダクタイル鉄管協会が耐震性は変
わらず、従来より低コストであるNS 形ダクタイ
ル鉄管Ｅ種管をラインナップしたことで、本市も
SQC 会議で取り上げ、平成 27 年度に施工す
る配水管工事の一部で試験採用することになっ
た。

４．NS形ダクタイル鉄管E種管の特長
NS 形ダクタイル鉄管 E 種管は、①管厚の

薄肉化、②ビード溶接による挿し口突部形成、
③内面塗装の変更により、低コスト・軽量化が
実現されている（図 3）。また、従来のＮＳ形管、
ＧＸ形管と同様の耐震性を引き継いでおり、安

全・安心な管路を構築できる。
NS 形 E 種管の仕様を表 1 に示す。

項目 NS 形 E 種管 ( 呼び径 100)
管厚 4.5mm

直管１本の質量 56.5kg
内面塗装 珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装
外面塗装 合成樹脂塗装
使用水圧 1.3Mpa

耐震性能

伸縮量：管長の±1％
離脱防止力：3DkN(D: 呼び径 mm)
許容曲げ角度：4°
地震時に曲がり得る最大屈曲角度：8°

表1　NS形E種管の仕様

図3　NS形ダクタイル鉄管E種管の特長

NS形E種 管直 管

②挿し口突部
（ビード突起） ③内面塗装の変更①管厚の薄肉化

NS形E種管 直管

図２　木津川市の水道事業
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５．NS形ダクタイル鉄管Ｅ種管による試験施工
木津川市の導水・送水・配水管の総延長は

約５３０ｋｍで、基幹管路の耐震化適合率は約
２０％である。管路の耐震化は重点事業として
推進してきており、旧木津町では合併前の平成
１７年からＮＳ形ダクタイル鉄管を使用し、その
後、平成２２年にＧＸ形ダクタイル鉄管を試験採
用した。この試験採用も全国トップクラスの早さ
で実施したものであり、GX 形管の施工性・耐
震性・耐食性などを高く評価をした結果、現在
では主要管種として市内全域で採用している。
昨今の GX 形管採用事業体数の伸びなどを聞
くと、先見の明があったかと自負している。しか
しながら、財政面などの事業環境の変化もあり、
現在は、呼び径１００以上はＧＸ形ダクタイル鉄
管、呼び径７５は水道配水用ポリエチレン管を
基本として耐震化の整備を進めている。なお、
呼び径１００以上でもガス管や下水道管など他
の地下埋設工事による近接施工の心配のない
地域については、コスト面を理由に水道配水用
ポリエチレン管による整備を進めてきたが、ＧＸ
形管などのような高機能なパイプをどのようにし
て市内全域に採用していくかについては苦心し
ていたのが現状である。

この度、日本ダクタイル
鉄管協会より、従来の耐
震性を維持しつつ、低コ
スト・軽量化を実現した
管種として NS 形 E 種管
が開発されたと聞き、こ
のギャップを埋めるのに最
適ではないかと考えた。

今回の施工現場は、山間部に家屋が立ち
並び水道管以外の地下埋設物がない区間であ
り、当初はコスト面から水道配水用ポリエチレ
ン管を検討していたが、試験施工として、以下
の工事にＮＳ形Ｅ種管を採用した。
（１）工事の概要

① 工事名： 市道木１７号配給水管布設替工
事その１

②施工延長：Ｌ＝１９４ｍ
③呼び径：　１００
④工事の施工状況
工事の施工状況を写真１～ 3 に示す。

図4　施工箇所の位置図

写真２　施工状況
(掘削幅50cm)

写真１  施工場所の状況 写真３　施工状況
（ＮＳ・ジャッキ）
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（２）コスト比較　
全工事費 ( 材料費、配管工事費、工事費、

経費 ) でのコスト比較 ( 水道配水用ポリエチレン
管を１とした場合 )を実施した結果を図 5 に示
す。

ライフサイクルコストについては、耐用年数を
ダクタイル鉄管 80 年、水道配水用ポリエチレン
管 60 年とした場合で算出した。

これより、NS 形 E 種管は、イニシャルコスト
では水道配水用ポリエチレン管より高いものの
それほど大きな差ではなかった。また、ライフサ
イクルコストでは NS 形 E 種管の方が 20%も安
価となった。

以上のことから、NS 形 E 種管は、水道配
水用ポリエチレン管と比較すると高い耐震性能
とコストの両面から考えても、配水管として採用
するのに有効であることが分かった。
（３）施工結果

NS 形 E 種管は、ＧＸ形管の施工性をそのま

まにさらに軽量化されているため、施工時間の
短縮につながった。また、試験施工時は、製
品のラインナップとしては直管のみであったた
め、切管、曲管部分については互換性のあ
るＧＸ形管を使用した。今年度は直管に加え、
異形管についてもNS 形 E 種管でラインナップ
されること、近 に々口径も拡大される方向である
と聞くが、さらに検証を進めていき、その結果
をSQC 会議で討議し、次世代につながるより
よい水道管としての役割を担うものとして期待し
たい。

６．おわりに
木津川市水道事業は、今日まで、常に安全

で良質な水道水を低廉な価格で安定的に供給
することを基本的使命として運営している。しか
し、今後の事業経営については、施設の更新・
整備に要する多額の投資、府営水受水量の増
加による受水費の負担などが不安定要素として
見込まれていることに加えて、給水の安全性や
安定性に対する社会的要素がいっそう高まって
きていることなどから、より一層、厳しくなること
が予想される。

こういった事業環境の中で、今回試験採用

を行った低コストの NS 形 E 種管のような良い
管材料をSQC 会議で討議し、積極的に採用
を図っていくことで、信頼性の高い水道の構築
を、そして次世代に継承していける水道を目指
していく。

ライフラインとしての水道の重要性を再認識し、
「安心・安全な生活と快適な暮らしを支える水
道」を木津川市水道事業の基本理念として掲
げ、環境との共生を図りつつ、都市基盤として、
より安心できる水道の構築を目指す。

図5　経済比較結果

イニシャルコスト ライフサイクルコスト

NS形E種管

PE
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緊急時に備えた送水運用の実施
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１．はじめに
北千葉広域水道企業団（以下「企業団」

という。）は、千葉県、松戸市、野田市、柏市、
我孫子市、習志野市および八千代市（以下「構
成団体」という。）に水道用水を供給する一部
事務組合として昭和 48 年 3 月に発足した。原
水は利根川水系江戸川の河口から約 25km 上
流にある取水口から取水し、導水管によって約
5km 離れた北千葉浄水場へ導水している。水
道用水は構成団体の水需要の動向に合わせ
て昭和 54 年 6 月から第一期浄水施設（日量
133,600㎥）により一部の構成団体への給水を
開始し、昭和 56 年 4 月からは全構成団体へ
の給水を開始した。現在の北千葉浄水場は、
最終目標である計画一日最大給水量 525,000
㎥の施設能力を保有しており、平成 27 年度に

おける一日最大給水量は447,425㎥となっている
（図 1）。

また、企業団では送水管路ループ化事業や
調整池設置事業などの安定給水施策を進める
とともに、これらの施設整備を踏まえた水運用
計画（平成 20 年度策定、平成 25 年度一部
改正）に基づいて水道用水供給体制の強化を
図っている。本稿では、水運用計画において
通常時の水運用として位置付けている「緊急
時に備えた送水運用」の中で、従前からの取
組状況とともに新たな取組みとして平成 28 年度
から本格導入した「送水管路管理運転」の
概要について報告する。

２．送水管路の現状と課題
企業団の送水管路は、北千葉浄水場を起

技術部 業務調整室 計画班 総括
副主幹

伊藤 宣行
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点として関宿線、我孫子線、柏線の 3 系統か
らなり、柏線からは千葉県水道局との共有施
設を介して習志野八千代線に至る構成となっ
ている。送水管路の総延長は約 98km、口径
は呼び径 300 ～ 2,000、管種はダクタイル鉄管

（87.4%）と鋼管（12.6%）で構成されており、
このうちの約 80% は布設から約 40 年を経過す
る経年化管路となっている。

通常時における構成団体の各受水槽への送
水量は 24 時間一定量送水を基本としており、
若干の季節変動はあるが年間を通じ流量変化
が少ないため、流速の遅い管路においては錆
等の夾雑物が堆積しやすい状況となっている。
このような一定流速以下の管路においては、今
後の送水量の増量や緊急時の水運用に伴う流
速上昇や流向変化によって濁水（いわゆる赤
水）が発生するおそれがあるため、通常時お
よび緊急時の水運用においても適切な水質を
確保することが課題となっていた。

３．緊急時に備えた送水運用の実施状況
水運用計画では、前項の課題等を踏まえ緊

急時に行う水運用および通常時に行う緊急時
に備えた事前対策としての水運用について必
要な事項を定めるとともに、構成団体との連携
による安定給水対策についても基本的な考え方
を示している。

「緊急時に備えた送水運用」は、通常時に
おける水運用の取組みとして位置付けており、
緊急時に行う水運用を想定して送水管路の流
量、流速、流向を定期的に変化させるもので
ある（図 2）。この送水運用を効果的に実施す
るための実施条件については、これまでの送水
実績、水質状況、将来想定される送水量、構
成団体への影響などを踏まえて設定した。また、
この送水運用によって通常送水とは流向が逆
方向（以下「逆送」という。）となる管路や従
来よりも流速が上昇する管路については、濁水
発生など不測の事態を回避するため予め管内
洗浄を実施した。

図2　水運用計画における送水運用の体系
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３．１�中継ポンプ場逆送運用
関宿線の花井中継ポンプ場および中里中継

ポンプ場は水圧不足を補うための増圧用ポン
プであるが、花井中継ポンプ場には有効容量
5,000㎥のポンプ井を、また、中里中継ポンプ場
には有効容量 10,000㎥の調整池を有している。
緊急時における中継ポンプ場の水運用は、浄

水場又は関宿線の事故等によって通常送水が
困難となった場合に中継ポンプ場の貯留水を活
用して受水槽への送水を一定時間継続するも
のであり、一部管路では逆送による水運用とな
る。このことから、通常時の送水運用としては、
緊急時を想定した逆送運用を平成 17 年度から
年 4 回程度の頻度で実施している（図 3）。

３．２�ループ線を用いた合流点変更運用
ループ線は我孫子線と柏線を結ぶ連絡管路

である。緊急時におけるループ線を用いた水運
用は、我孫子線又は柏線における事故等によっ
て通常送水が困難となった場合にループ線を介
した相互の水融通によって受水槽へ送水するも
のであり、我孫子線、柏線およびループ線では、
流量変動を伴った逆送による水運用となる。こ

のことから、通常時の送水運用としては、緊急
時を想定した合流点変更運用を平成 26 年度
から年 4 回程度の頻度で実施している（図 3）。
なお、合流点の変更は、我孫子線および柏線
の各送水系統のポンプ圧力の調整により行って
おり、合流点となる受水槽への送水量はそれ
ぞれ１／２を原則としている。

：　本線 ：　本線

：　支線 ：　支線

：　ループ線 ：　ループ線

：　共有線 ：　共有線

：　受水槽 ：　受水槽

：　ポンプ ：　ポンプ

：　共有施設 ：　共有施設

：　流向（通常方向） ：　流向（通常方向）

：　流向（逆方向）

通常送水（定量） 緊急時に備えた送水運用（例）

図３　緊急時に備えた送水運用のイメージ
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図5　各支線の管理運転水量の設定方法

４．送水管路管理運転（新たな取組み）
通常送水において構成団体の受水槽への

送水量は 24 時間一定量送水であり、変動送
水は実施していない。また、通常送水におけ
る管内平均流速（以下「通常流速」という。）
は送水系統の支線管路（以下「支線」とい
う。）ごとに大きく異なっており、平成 27 年度
の一日平均給水量における通常流速は最大で
1.13m/s、最小で 0.08m/sとなっている。この
ように、流量変動が小さく通常流速の遅い支線
は夾雑物等が堆積しやすく濁水が発生する可
能性があるため、通常時の水運用として定期
的に送水量を変動（増量）させる送水管路管

理運転を平成 28 年度から本格的に取り組んで
いるところである。

４．１�管理運転に係る基本事項
（１）管理運転の対象管路

管理運転の対象管路は、管路内における夾
雑物等の挙動特性を踏まえ「通常流速 0.8m/
ｓ未満」の支線を対象とした。なお、通常流
速が 0.8m/s 以上で今回管理運転の対象外と
した支線についても、今後の送水増量に伴う
水質状況を注視しながら必要に応じて管理運
転の対象とすることとしている（表 1）。
（２）管理運転の設定水量

管理運転の対象となる各支線の水量は、過
去の最大送水量、構成団体別に定めた計画
送水量、夾雑物等の排除効果が期待できる流
速 1.0m/s 以上の送水量を基本としつつ、管
理運転の前段で実施した管内洗浄における排
水量の上限値や受水槽に設置する流量計の
計測可能範囲を考慮して設定した（図 5）。

断

断

0.8m s

0.8m s

大

1.0
2.0

2.0 大

表1　濁水判断基準
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図6　管理運転の基本形（参考例）

（３）管理運転の実施頻度
管理運転の実施頻度は、従前から取り組ん

でいる「中継ポンプ場逆送運用」および「ルー
プ線を用いた合流点変更運用」の実施状況や
構成団体への影響（受水量の増減調整、連
絡調整業務の増加）を考慮して支線毎に「1ヶ
月に 1 回」から開始することを基本としている。
また、管理運転を継続する中で水質の変動が
少なく実施間隔を広げても問題がないと判断さ
れる場合には、構成団体との協議・調整を踏ま
え「1ヶ月に1 回→ 3ヶ月に1 回→ 6ヶ月に1 回」
のように実施頻度を低減していき、将来的には
支線毎の管理運転を段階的に統合して合理的
な管理運転体制の構築を目指している。

（４）管理運転の基本形
管理運転当日のパターンとしては、通常送水

から増量送水への切替準備等に要する時間を
考慮して午前 10 時に開始し、設定水量に到
達した時点から概ね 1 時間の一定送水を行っ
たのち、午前 11 時には通常送水に戻すことを
基本としている。管理運転で増量した分につい
ては当日中に調整することを原則とするが、もと

もと通常時の送水量が少なく当日中の調整が困
難な場合には調整日数を増やすなどして対応し
ている（図 6）。また、管理運転を定型化する
ため各月の特定曜日を実施日として設定するとと
もに、他支線の管理運転と重複しないよう実施
月を調整している。

（５）管理運転中止の判断基準
通常送水の状態から管理運転への初回の

移行時では、緩やかな増量運転を行うとともに
管路上の空気弁や受水槽において職員による
直接的な監視により水質の適正性を確認してお
り、2 回目以降は、受水槽に設置する水質自
動モニターにより監視している。管理運転中に
濁度 0.5 度（水質基準：2 度以下）、色度 2 度（水
質基準：5 度以下）のいずれか又は両方が超
過あるいは超過するおそれが継続した場合に
は、管理運転を中止して通常送水へ戻すことと
している。また、管理運転を中止した支線は、
再度管内洗浄を行ったうえで管理運転の水量
や実施頻度等について構成団体と協議・調整
することとしている。
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や実施頻度等について構成団体と協議・調整
することとしている。
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５．おわりに
送水管路管理運転については、通常送水

の状況や構成団体との協議・調整を進めなが
ら平成 31 年度末までに全ての対象支線
で実施する計画としている。また、浄水
貯留機能の強化の観点から送水管路の
途中に新規調整池（有効容量 53,400㎥、
平成 29 年度完成予定）の建設を進めて
いる。当該調整池は浄水場等における事
故等によって通常送水が困難となった場
合に貯留水を活用して送水の継続を図る
ものであり、緊急時のバックアップ施設とし
ての機能を有している。したがって、今
後は新規調整池による緊急時の水運用を

円滑に行うため、「緊急時に備えた送水運用」
の取組みとして位置付けたうえで実施に向けた
具体的な検討を進めていくこととしている。

図7　管理運転のPDCA

新規調整池の連絡管（φ1650S形ダクタイル鉄管）
布設状況

４．２�フォローアップ
送水管路管理運転については、今後更に効

果的かつ着実に実施していくためＰＤＣＡサイク
ルによるフォローアップを実践する。具体的には、
管理運転の取組みにおいて蓄積した実績情報

（濁度および色度の傾向、受水槽への将来的
な送水量見通し）を適切に評価し、それによっ
て明らかとなった改善項目等については管理運
転基本計画の改定や各種実施計画に反映させ
ることとしている（図 7）。
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幹線道路下における更新工事事例
（1期東部配水管本線更新工事）

1.はじめに
阪神水道企業団（以下「企業団」という。）は、

阪神間 4 市（神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市）
に水道用水を供給するため昭和 11 年に設立さ
れた水道用水供給事業体で、本年 7 月に創設
80 周年を迎えたところである。

これまで実施した創設事業を含む計 5 回の
施設拡張事業により、管路については、全長
187㎞を有するに至っている。施設拡張によっ
て次 と々管路を新設する一方、既設管路の維
持管理においては、昭和 40 年代から地盤沈
下や重車両交通量増加の影響とみられる漏水
事故が急増し、復旧工事などの対応に追われ
るようになった。中でも、石綿セメント管やコン
クリート管、鋳鉄管（高級鋳鉄管）といった管
体強度自体が脆弱な管種（以下「脆弱管」と

いう。）では大規模な破裂事故が頻発したため、
昭和 51 年度から老朽管路の整備（更生・更新）
を行っている。

このような中、布設時期が最も古い路線の一
つである1 期東部配水管本線の更新が平成
27 年に完了した。本稿ではこの路線の整備経
緯および最終工区の更新工事事例を報告する。

2.1期東部配水管本線の整備経緯
（1）路線概要

1 期東部配水管本線は、昭和 18 年に尼崎
市内向け本管として、尼崎浄水場を起点に、
呼び径 700 ～ 250 の鋳鉄管を延長約 3.3km
にわたって布設したもので、支線として 4 線（難
波線、立花線、大庄線、武庫線）がこの管
路から分岐している。布設当時、周辺は田園

阪神水道企業団　技術部

工務課　管路整備係

塩見　高志 

阪神水道企業団　技術部

工務課　管路整備係

係長

海野　剛

44 ダクタイル鉄管 平成28.11 第99号

05



Technical Report 技術レポート

幹線道路下における更新工事事例
（1期東部配水管本線更新工事）

1.はじめに
阪神水道企業団（以下「企業団」という。）は、

阪神間 4 市（神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市）
に水道用水を供給するため昭和 11 年に設立さ
れた水道用水供給事業体で、本年 7 月に創設
80 周年を迎えたところである。

これまで実施した創設事業を含む計 5 回の
施設拡張事業により、管路については、全長
187㎞を有するに至っている。施設拡張によっ
て次 と々管路を新設する一方、既設管路の維
持管理においては、昭和 40 年代から地盤沈
下や重車両交通量増加の影響とみられる漏水
事故が急増し、復旧工事などの対応に追われ
るようになった。中でも、石綿セメント管やコン
クリート管、鋳鉄管（高級鋳鉄管）といった管
体強度自体が脆弱な管種（以下「脆弱管」と

いう。）では大規模な破裂事故が頻発したため、
昭和 51 年度から老朽管路の整備（更生・更新）
を行っている。

このような中、布設時期が最も古い路線の一
つである1 期東部配水管本線の更新が平成
27 年に完了した。本稿ではこの路線の整備経
緯および最終工区の更新工事事例を報告する。

2.1期東部配水管本線の整備経緯
（1）路線概要

1 期東部配水管本線は、昭和 18 年に尼崎
市内向け本管として、尼崎浄水場を起点に、
呼び径 700 ～ 250 の鋳鉄管を延長約 3.3km
にわたって布設したもので、支線として 4 線（難
波線、立花線、大庄線、武庫線）がこの管
路から分岐している。布設当時、周辺は田園

阪神水道企業団　技術部

工務課　管路整備係

塩見　高志 

阪神水道企業団　技術部

工務課　管路整備係

係長

海野　剛

44 ダクタイル鉄管 平成28.11 第99号

05
地帯だったが、本配水管を埋設した道路が都
市計画道路として整備され、阪神地域を東西
に貫く主要道路「山手幹線」となったこともあり、

沿線の都市化も進んだ。本配水管は、この山
手幹線の東行き車線に埋設されている。

（2）更生工事
漏水や破損事故のほか、内面が無塗装であ

ることに起因した赤水、通水機能低下の対策と
して、昭和 55 年度からの 2カ年において、既
設管にポリエチレン管を内挿するパイプリバー
ス工法と、ポリエステル製の布ホースを内挿す
るホースライニング工法を併用した更生工事を
行った。内挿に必要な立坑は、約 150 ｍ間隔
で設置した。

既設管と内挿材は、ポリエチレン管の場合は
モルタル充填、ホースライニング材の場合は接
着剤によって一体化され、更生後の内径はおよ
そ一口径落ちとなった。

（3）更生済み管の漏水復旧工事
平成 7 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災

時、本路線において漏水発生は確認されてい
なかったが、その後、平成 8 年から小規模な

ものを含め複数回の漏水が発生した。
中でも平成 14 年に発生した漏水では、鋳

鉄管管体の胴割れにより中央分離帯部で大規
模な路面陥没も発生した。更生済みの管路で
漏水が発生した場合、更生材の損傷箇所から
流出した水が外側の鋳鉄管との隙間を伝って、
継手から土中に出ていくため、地表面から損傷
箇所を特定することは極めて困難である。この
ため、漏水復旧工事は、更生工事時に設けた
立坑間の更生済み管を全て布設替せざるを得
なかった。

（4）更新工事
平成 15 年以降、本配水管上で毎年のよう

に漏水が発生したことから、残る更生済み管を
全て計画的にダクタイル鉄管を使用して布設替
することとし、平成 22 年から施工を開始した。
対象は平成 21 年までに漏水復旧工事で布設

尼崎

更新更新更新

立花

大庄

更新

終工

設

部 管 線 延長

設

部 管 線 延長

図1　１期東部配水管本線概要図
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替を行った区間を除く約 1.5km で、事故発生
実績等を考慮して優先順位を設定し、断水範
囲を考慮した４工区に分けた。なお、この更新
工事の実施にあたっては、老朽管更新事業と
して国庫補助金の交付を受けている。

3.更新工事最終工区の工事概要と特徴
工事場所　 兵庫県尼崎市南塚口町 4 丁目

～兵庫県尼崎市栗山町１丁目地先
　工事期間　 平成26年12月26日～平成27年

11月30日
（1）推進工事の仕様と現場状況

推進工　φ800 泥濃式推進工法 L=183.4ｍ
立坑工　 発進　φ3000 鋼製ケーシング（全

周回転圧入式）　H＝14.1 ｍ 
到達　φ2500 鋼製ケーシング（全
周回転圧入式）　H＝13.5 ｍ

内挿管　 呼び径 500（ＰＮ形ダクタイル鉄管）
L=186.8 ｍ

本工区は、既設管が一級河川庄下川（河

川幅 26 ｍ）を伏越しているとともに、山手幹線
の道路橋（新庄下橋）直下に位置しているこ
とから河川締切による布設替は困難であった。
また、河川の東隣には地下埋設物が輻輳する
交通量の多い県道交差点があり、開削による
布設替が困難なため、河川と県道を連続的に
通過する推進工法で布設することとした。さら
に、一級河川には深さ7m の護岸矢板が設置
されているため、離隔を確保して通過する必要
があり、発進・到達立坑深さは既設管埋設位
置より大幅に深くなった。（図２）

これらの条件から立坑築造から撤去まで半
年以上に及ぶことが見込まれた。幹線道路上
での作業のため、車線規制による交通渋滞長
期化の懸念があるうえ、立坑築造箇所に近接
してマンションがあり、工事による騒音振動の影
響が懸念された。

（2）開削部の仕様と現場状況
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布設延長　63.9 ｍ
管仕様　 呼び径 500（ＮＳ形 ダクタイル鉄管）
土留形式　軽量鋼矢板建込み

開削区間は名神高速尼崎インターに近く、朝
夕のラッシュ時を中心に慢性的に交通渋滞が発
生している道路である。既設管の土被りは平均
2.0 ｍで、地下水位がＧＬ-1.2 ｍで水量も多いこ
とが過去に行った漏水復旧工事の実績から分
かっていた。

4.設計時点における配慮
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図4　PN形管吊降しイメージ（２）

図3　PN形管吊降しイメージ（１）

47幹線道路下における更新工事事例（1期東部配水管本線更新工事）　 



間を確保できない。そのため、所轄警察署と
協議を行い、圧入機施工中は、24 時間連続
で１車線規制とし、17 時から９時までは圧入機
を存置したままにすることで、約２ｍ /日の掘削
圧入進捗を確保した。

１車線規制に伴い、渋滞回避と夜間の安全
走行のため、立坑部には大型の電光工事標識

を使用し、各所に迂回協力を促す看板等の設
置を行った。（写真２）多少の交通渋滞の発生
はあったが、大きなトラブルも無く立坑を築造す
ることができた。

（2）立坑内での管吊降し
道路上から立坑下部の坑口への管吊降し

は、水平のまま吊降ろすと下部に設置している
ジャッキ類と干渉するため、坑口手前でいった
ん停止させ、チェーンブロックを用いて、管の

後端部を持ち上げ、傾斜したまま状態で、前
端部から坑口拡径管内に挿入・設置した。（写
真３）

（3）坑口拡径管内での継手接合
φ1500 の坑口拡径管内において、呼び径

500 のＰＮ形管を挟む形で２人の配管工が中腰
の状態でゴム輪セットからロックリング挿入等に
至る各工程の作業を行った。（写真４）非常に
狭い中での作業であったが時間をかけて丁寧
に作業を行い、大きなトラブルなく施工できた。
設計日進量は、標準歩掛により26 ｍ /日と設
定していたが、前述のとおり立坑への管吊降し
や継手作業環境が特殊で時間を要したため、
実績日進量は約 20m/日であった。今後の設
計では、実績を考慮し適切な日進量の設定を
行う必要があると考えている。
（4）地下水浸入対策（開削工事）

写真1　立坑築造状況

写真3　PN形管吊降し状況

写真4　PN形管継手状況

写真2　交通規制状況
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地下水及び土砂流入を防ぐため、新設管に
は仮栓をしながら配管を行った。仮栓は当企業
団の備蓄材で施工者に工事の都度貸与してい
る。当企業団では、従来より布設前に受口に
仮栓を設置させて、次の配管接続まで取り外さ
ないようにさせている。手間はかかるが、この
方法によれば、完全除去が困難な受口溝等に
異物が入り込むことなく、確実に洗管することが
可能である。

今回は、排水能力の関係から充分な流速が
とれない中であったが短期間で洗管が終了し、
通水することができた。

（5）既設管撤去
撤去対象の鋳鉄管には、昭和 55 年に施し

た更生材（ポリエチレン管、ホースライニング
材）が密着している。通常、鋳鉄管はスクラッ
プ処分で、更生材は産業廃棄物として処分を
行うため、撤去後に鋳鉄管と分離する必要が
ある。分離作業は現地で行うこともあるが、早
期道路開放の観点から別途確保した敷地での
分離を基本としており、今回も現場から離れた
資材置場で分離作業を行った。

6.おわりに
当企業団がこれまで進めてきた脆弱管の解

消を目指した更新は現時点で延長比 9 割程度
の進捗率で、管種別では石綿セメント管が平
成 21 年度に終了し、コンクリート管は平成 27
年度に終了している。残る鋳鉄管の更新につ
いては、呼び径 1000を超える導送水管路はほ
ぼ完了しており、今後は配水管路が主な対象と
なる。

鋳鉄管の更新完了には今後 10 年程度の期
間を要する見込みであるが、残る対象区間は、
国道や軌道、河川の横断などが多く、厳しい
現場条件での施工に臨んでいくことになる。

今後も、単にマニュアル通りに設計するので
はなく、既存工法の改良や組み合わせ、ある
いは新技術の採用によって、厳しい現場条件
に適合した工事の実施を積極的に推進し、整
備を着実に進めていきたい。また、今回のよう
な狭隘な条件下等でも、容易で確実な継手接
合が可能な形式への改良等、日本ダクタイル鉄
管協会としてバックアップしていただければ幸い
である。
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Technical Report 技術レポート

雨水対策事業におけるNS形ダク
タイル鉄管（呼び径700）の採用
について

1.�はじめに
長野市は長野県北部に位置し、長野県の県

庁所在地であり、北信地方の産業・文化の中
心である。平成 17 年に更級郡大岡村、上水
内郡豊野町、同戸隠村、同鬼無里村と合併、
さらに平成 22 年に同郡信州新町、同中条村と
合併し、人口約 38 万人、市域面積 834.8km²
の中核都市となっている（平成 28 年 8月現在）。

日本下水道事業団（JS）関東・北陸総合
事務所長野事務所は、昭和 50 年に長野県諏
訪湖流域下水道豊田終末処理場の建設委託
を請けて開設した「長野工事事務所」が前身
である。以来、南北事務所分割、移転、再
統合などを経て現在に至っている。JS では設
立以来、県内の下水道整備の進展に合わせ、
公共下水道の建設事業に携わってきた。

2.�雨水対策事業の概要
長野市には市街地を貫流し、雨水の排出先

として機能する自然河川が存在せず、旧来か
ら雨水排水は農業用水路に依存してきた。昭
和 40 年代から5 年確率雨量（時間 36.5mm）
に対応した基本計画に基づき、農業用水路の
改修、雨水渠、雨水調整池、排水ポンプ場
の整備を進めた結果、浸水被害は大幅に減少
してきた。雨水渠面積整備率（雨水渠整備
面積／計画面積）は平成 21 年度末において
30.2%（3,022ha）であったのに対し、平成 27
年度末には 32.5%（3,248ha）となり、長野市
下水道 10 年ビジョンに掲げる平成 32 年度末
雨水渠面積設備率 34% に向けて順調に推移
している 1）。しかし、近年の異常気象による集
中豪雨や都市化の発展による雨水流出量の増

地方共同法人 日本下水道事業団

関東・北陸総合事務所 長野事務所

所長

西澤　宏
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加などによる被害は解消されていない。図 1 に
長野市の浸水被害箇所および雨水渠整備予
定箇所を示す。図 1 に示すように、各地域で
浸水被害が発生しており、雨水渠の整備が急
務である。そこで、雨水渠面積整備率を向上

するために、長野市では新しい排水ポンプ場の
建設随時計画している。その中で、大豆島雨
水ポンプ場での導水渠に NS 形ダクタイル鉄管

（呼び径 700）を採用したので以下に報告す
る。

図1　浸水被害箇所および雨水渠整備予定箇所 1）1 1)
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3.�本案件の概要
（1）経緯

長野都市計画事業下水道計画における大
豆島排水区（455ha）のうち、長野市大豆島
地区南部約 159haを集水区域とする管渠にお
いて、平常時は千曲川へ樋管を通して放流し
ている。しかし、千曲川の水位上昇時に自然
流下が不可能となる。

平成 16 年 10 月および平成 18 年 7 月の排
水時においては、放流先である犀川・千曲川
の水位上昇により、自然放流が困難となったた

め、内水被害が生じた。
これ以降、住民よりポンプ場整備の要望が高

まり、平成 22 年には市長も参加している住民
との対話型会議において、大豆島地区の雨水
排除計画としてポンプ場の建設の事業化を図る
こととなった。近年では平成 24 年 7 月に長野
市内一円に内水被害が発生しており、このこと
からも当大豆島ポンプ場の早期完成を目指して
いる。

大豆島ポンプ場の位置および大豆島ポンプ
場の排水区域を図 2 に示す。

図2　大豆島ポンプ場の位置と排水区域

　　　大豆島ポンプ場
　　　集水区域　約159ha
雨水渠整備率　約32％（平成23年末）
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（2）千曲川・犀川水位上昇時における雨水
ポンプによる強制排出

図 3 に通常時（雨水ポンプ停止）と千曲川・
犀川水位上昇時（雨水ポンプ運転）の水の流
れを示す。

①通常時（雨水ポンプ停止）
 自然流下で雨水を千曲川に放流する。

②ポンプ運転時（千曲川・犀川水位上昇時）
千曲川の水位が上昇すると、自然流下で放

流ができなくなる。そこで、ゲートを閉じて水路
に水が逆流しないようにし、ポンプを用いて雨水
を千曲川に放流する。

図3　通常時と千曲川・犀川水位上昇時の水の流れ3
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（3）工事概要
工事概要を表 1、工事概要図を図 4 ～ 5 に

示す。本工事で重要な役割を担う導水渠は 2
条配管とし、圧力管として多くの実績があるNS
形ダクタイル鉄管を採用した（図 5 参照）。ま
た、表 2（次項）に示す条件を基に検討を行い、
排水量は 2.101m³/sと設定した。

4

700

5

調圧水槽

雨水ポンプ室 【資料提供：ライフライン長野株式会社】

導水渠②　NS形　７００　L=５５．３ｍ

導水渠①　NS形　７００　L=５２．１ｍ

図4　大豆島ポンプ場導水渠の工事概要図（平面図）

図5　大豆島ポンプ場導水渠の工事概要図（立体図）

表1　工事概要

工 事 名 長野市大豆島雨水ポンプ場
建設工事その 2

工 事 場 所 長野県長野市大豆島地内
管 種 NS 形ダクタイル鉄管
呼 び 径 700

施 工 延 長 導水渠① 52.1m
導水渠② 55.3m

計画排水量 2.101m³/s
施 工 期 間 平成 28 年 8 月配管完了
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形ダクタイル鉄管を採用した（図 5 参照）。ま
た、表 2（次項）に示す条件を基に検討を行い、
排水量は 2.101m³/sと設定した。
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雨水ポンプ室 【資料提供：ライフライン長野株式会社】
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図4　大豆島ポンプ場導水渠の工事概要図（平面図）

図5　大豆島ポンプ場導水渠の工事概要図（立体図）

表1　工事概要

工 事 名 長野市大豆島雨水ポンプ場
建設工事その 2

工 事 場 所 長野県長野市大豆島地内
管 種 NS 形ダクタイル鉄管
呼 び 径 700

施 工 延 長 導水渠① 52.1m
導水渠② 55.3m

計画排水量 2.101m³/s
施 工 期 間 平成 28 年 8 月配管完了
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4.�管種選定
(1)　採用理由

大豆島ポンプ場の導水渠は軟弱地盤である
河川近傍に布設されるため、地震による被害
が大きくなる可能性が高い。そこで本案件では、
以下の点を考慮して、耐震継手であるNS 形
ダクタイル鉄管を採用することとした。
① 地震時の地盤変位（引張り、圧縮）に対

し、管の変形を伴わずに継手の伸縮によ
り地盤に追従することができる「鎖構造管
路」を構築できる。

② 高い耐震性により複数回の地震に耐えるこ
とができる。

③ 実験室レベルでの検証だけでなく、耐震形
ダクタイル鉄管は圧力管として豊富な実績
があり、将来にわたり安心して使用できる。
これまで、耐震形ダクタイル鉄管は阪神・
淡路大震災などの震度 6 以上の大地震に
おいても1 件の被害も発生していない。

(2)　NS 形ダクタイル鉄管の継手性能
NS 形直管継手の継手性能を以下に示す

（表 3 参照）。また、NS 形直管の継手構造を
図 6（次項）に示す。
① 直管継手の一か所当たりの伸縮量

直管継手を許容曲げ角度まで屈曲させた
状態で管長の±1％相当の伸縮量（呼び
径 700 では±60mm）を有する。

② 離脱防止力
継手が最大まで伸び出した後は、ロックリ

表2　排水量検討条件
項目 計画

1 計画雨水量と
管渠設計

１）計画雨水量および管渠計画
下水道計画による降雨強度式と流出係数を採用し、既設樋管（四カ郷水門）に
おいて流出可能となる管渠計画を策定する。

2 計画外水位と
降雨パターン

２）樋管地点の計画外水位
計画外水位は、立ヶ花水位観測点の既往最大となった昭和58年9月洪水時の
流量実績により、最新の測量成果（平成19年）より算定した大豆島ポンプ場位置

（距離標64km）のＨ－Ｑ式にあてはめて求める。
３）樋管地点の外水位変動パターン（ハイドログラフ）
立ヶ花観測所における昭和58年9月洪水時の時系列流量変動を、最新の測量
成果（平成19年）より算定した大豆島ポンプ場位置（距離標64km）のＨ－Ｑ式に
あてはめて水位変動パターンに変換する。
４）5年確率降雨量（ハイエトグラフ）
降雨パターンは昭和58年9月降雨時の実績降雨（３日間降雨）を1/5確率に変換
したものを求める。

3 大豆島ポンプ場の
必要排水量の検討

５）大豆島ポンプ場の必要排水量の検討
ハイドログラフとハイエトグラフを組み合わせて流出計算を行い、必要ポンプ能力
を求める。排水路の流末の8割水深を超える外水位となる時をポンプ運転時間と
し、その時の最大流出量により計画流量を決定する。

図6　NS形直管の継手構造
　   （呼び径500～1000）
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ングと挿し口突部が引っ掛かることにより、
3DkN（≒0.3Dtf、D：呼び径㎜）相当の
離脱防止力を発揮する。この離脱防止力
は、地中で管路 100m 分を引き込むときの
管と土の摩擦力に相当する。

③ 曲げ角度
配管施工時の許容曲げ角度は K 形継手
と同程度である。さらに地震や地盤沈下
などによって継手に曲げモーメントが作用
すると最大屈曲角度（呼び径 700 では 7°）
まで曲がり得る。

mm mm kN

 500 ±75 ±60 1500 7° 3°20'
 600 ±75 ±60 1800 7° 2°50'
 700 ±75 ±60 2100 7° 2°30'
 800 ±75 ±60 2400 7° 2°10'
 900 ±75 ±60 2700 7° 2°00'
 1000 ±80 ±60 3000 7° 1°50'

図7　NS形異形管の継手構造
　 （呼び径500～1000）

写真2　調圧水槽付近　鎖構造配管状況写真1　継手施工状況

NS 形異形管の継手構造を図 7 に示す。
鎖構造管路では、水圧による不平均力で異

形管部が移動することを防止するため、その前
後の必要な範囲をこれらの離脱防止継手で一
体化する必要がある。NS 形異形管の継手は
伸縮性、可とう性をもたない離脱防止継手であ
る。

5.�施工
大豆島排水ポンプ場の建設工事は、平成

27 年度に着手し、平成 28 年 7 月から導水渠
の布設工事が本格化した。

施工状況を写真 1 ～ 3 に示す。

56 ダクタイル鉄管 平成28.11 第99号



ングと挿し口突部が引っ掛かることにより、
3DkN（≒0.3Dtf、D：呼び径㎜）相当の
離脱防止力を発揮する。この離脱防止力
は、地中で管路 100m 分を引き込むときの
管と土の摩擦力に相当する。

③ 曲げ角度
配管施工時の許容曲げ角度は K 形継手
と同程度である。さらに地震や地盤沈下
などによって継手に曲げモーメントが作用
すると最大屈曲角度（呼び径 700 では 7°）
まで曲がり得る。

mm mm kN

 500 ±75 ±60 1500 7° 3°20'
 600 ±75 ±60 1800 7° 2°50'
 700 ±75 ±60 2100 7° 2°30'
 800 ±75 ±60 2400 7° 2°10'
 900 ±75 ±60 2700 7° 2°00'
 1000 ±80 ±60 3000 7° 1°50'

図7　NS形異形管の継手構造
　 （呼び径500～1000）

写真2　調圧水槽付近　鎖構造配管状況写真1　継手施工状況

NS 形異形管の継手構造を図 7 に示す。
鎖構造管路では、水圧による不平均力で異

形管部が移動することを防止するため、その前
後の必要な範囲をこれらの離脱防止継手で一
体化する必要がある。NS 形異形管の継手は
伸縮性、可とう性をもたない離脱防止継手であ
る。

5.�施工
大豆島排水ポンプ場の建設工事は、平成

27 年度に着手し、平成 28 年 7 月から導水渠
の布設工事が本格化した。

施工状況を写真 1 ～ 3 に示す。

56 ダクタイル鉄管 平成28.11 第99号

6.�おわりに
大豆島雨水ポンプ場は重要な雨水排水施設

であることから、耐震導水渠とし NS 形ダクタイ
ル鉄管（呼び径 700）を採用した。

今回の導水渠の施工は、雨水ポンプ室と調
圧水槽の両端部にフランジ管を先行設置し、導
水管渠を中間位置において接続配管するという
難易度の高い施工が求められるものであった。

耐震性確保のための伸縮性保持、2 条配管
での離隔保持の点から、接続部および折れ点
等の位置情報は全て座標管理とした。

特に大口径管渠の配管では、フランジ継手
の方向修正が困難であり、その重量・大きさか
ら直管部での修正配管も容易ではない。

よって、3 DＣＡＤにより立体図にてシミュレー
ションを実施し、精度の高い施工図を基に現地
へ座標により施工位置を復元することにより高

品質の「鎖構造管路」を構築することができた。
今回の大豆島雨水ポンプ場の完成により長

野市の雨水排除計画が大きく前進し、雨水災
害の発生低下に大きく寄与することとなり、ひい
ては長野市民の皆様がより安全に安心して生
活できる環境となることに期待します。

最後に、本報告を作成するにあたり、資料
を提供して頂いた長野市上下水道局、長野市
建設部河川課、並びに施工会社の皆様に心か
ら感謝を申し上げます。

【参考文献】
　１）『長野市上下水道局
　  　長野市下水道 10 年ビジョン』

【施工会社】
　元請会社：株式会社守谷商会
　配管施工：ライフライン長野株式会社

写真3　導水管渠（ＮＳ形呼び径700）施工状況（全景）
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58 ダクタイル鉄管 平成 28.11 第 99 号 TOPICS 59

　江別市水道部では、市民の皆様に水道・
下水道事業について、もっと関心を持って頂
く機会を提供することを目的として、6/18
（土）、6/19（日）の2日間で「えべつ環境広
場2016」というイベントに参加しました。
　当日は水道・下水道事業についてのパネル
や模型の展示、きき水などの体験をして頂く
とともに、子供向けの水風船コーナーなどを
設け市民の皆様に水道・下水道事業につい
て楽しく学んで、理解を深めていただきまし
た。

　宇都宮市の上下水道事業は、平成２８年３
月に水道通水１００周年、また、平成２７年８
月に下水処理開始５０周年を迎えました。
　これを記念して、平成２７年度から２年間
にわたり記念事業を展開しており、公募によ
るキャッチフレーズ「おいしい水と澄んだ川
未来に届ける　宮の水」を活用しながら、こ
れまでに記念ロゴマークや各種ＰＲグッズの
作成、記念式典や関連イベントなどを行いま
した。
　今後は、記念マンホール蓋の作製・設置や
記念誌の作成などを予定しています。

　千葉県水道局は平成２８年に給水８０周
年を迎えました。これを機会に「給水８０年
歴史資料展」を千葉県立現代産業科学館に
て開催しました。県営水道の創設時からの
歩みやおいしい水づくりへの挑戦、災害への
備えなどをパネル展示で紹介、水道管の各
種継ぎ手や耐震管等の展示、浄水処理実験
などを通して、当局の安定給水と安全でおい
しい水づくりの取組について、多くのお客様
に理解と関心を深めていただきました。

　茨城県日立市企業局上下水道部は、市民
の皆さんに安定かつ安全な水を供給する取
り組みを知っていただくため、6月26日（日）
に森山浄水場にて「水道フェア」を開催しま
した。この催しでは施設見学や水道水とミネ
ラルウォーターを飲み比べるきき水体験や
浄水場内に咲いたラベンダー摘み取り体験
など、充実した内容での開催となりました。
子供やお年寄りまで幅広い年齢層の方々に
お越しいただき、来場者数は約1500名と大
盛況でした。来場者の皆さんには、生活に欠
かすことのできない水道水の大切さを再認
識していただくきっかけとなりました。さら
に協会コーナーでは、耐震管の展示や説明
会を行ったことで、水道管路耐震化の必要性
を理解していただけたと思います。

日立市企業局上下水道部 千葉県水道局

江別市水道部 宇都宮市上下水道局
～水道100周年・
　　下水道50周年記念事業～

～水道フェア～ ～給水８０年歴史資料展～

～えべつ環境広場2016～

今年６月に開催した記念式典

水道施設のガイドツアー
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60 ダクタイル鉄管 平成 28.11 第 99 号 TOPICS 61

　和泉市上下水道部では、８月２日に耐震性
緊急貯水槽の取り扱い説明会を黒鳥小学校
で開催しました。
　説明会には、学校の先生方、校区の町会
関係者、避難所担当者、上下水道部職員、あ
わせて約６０名の方々に参加いただきまし
た。
　説明会では、職員による一連の操作実演
を行ったのち、参加者の皆様に操作を体験し
ていただきました。
　和泉市では、６か所の小・中学校に緊急貯
水槽を設置しており、災害時に諸活動を公
民協働で円滑にできるように、これからも定
期的に説明会を開催していきます。

　広島市水道局は、中国電力・広島ガスと合
同で防災についての出前授業「ライフライン
防災教室」を広島市内の４小学校で実施し
ました。
　この授業は、災害が起こった際に役立つ
水道・電気・ガスに関する知識を小学生とそ
の保護者に提供することを通じて、家庭の防
災意識を高めることを目的としています。
　この授業の中で水道局は、運搬する水の
重さの体験や、災害時における限られた水
の使い道の想像をしていただくとともに、
（一社）日本ダクタイル鉄管協会の協力を得
て、手動の耐震管模型を使用して水道管路
の耐震化を学んでいただきました。

　尾道市水道局では、水道週間のイベント
として、市民の皆さんに関心を高めていただ
くため、創立50周年を迎える尾道管工事協
同組合との共同開催により「水道フェスタ
2016」を実施しました。
　親子連れ等、2300名が来場され、91周年
を迎えた水道の歴史、アセットマネジメント
や水道事業ビジョン等について、パネル展示
等により、現状や課題を学んでいただきまし
た。
　このほか、給水車・消防車による災害対
応、（一社）日本ダクタイル鉄管協会の協力
を得て、耐震管カットモデルやパネル展示等
により、防災についてもより理解を深めてい
ただきました。

　神戸市水道局では、布引貯水池について、
「布引渓流の水」のブランド力を活かした活
用策を研究しています。
　この度、実証実験として、市内の六甲ビー
ル醸造所が実施事業者となり、数量限定で
瓶詰ビール「布引渓流水を原料とした淡路島
産レモン使用のホワイトエール」を商品化し、
一般店舗での販売を行っています。
　試飲会や販売について、マスコミで取り
上げられ、一部からは、布引渓流の水の新
たな用途での使用について、問い合わせを
いただいております。幅広い利用を今後も
呼びかけていきます。

神戸市水道局 尾道市水道局

和泉市上下水道部 広島市水道局
～出前授業
　「ライフライン防災教室」～

～耐震性緊急貯水槽の
　　　　　取り扱い説明会～

～「布引渓流の水」の
　　　　　有効活用について～ ～水道フェスタ２０１６～

職員による操作実演の様子

参加者の皆様と一緒に給水袋に取水する様子

試飲会の様子

写真左：ビン入りビール
写真右：布引渓流
　　　　（昭和名水百選）
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瓶詰ビール「布引渓流水を原料とした淡路島
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リレーエッセイ

　ここ数年アナログレコード特有の温かな音質が見

直されレコードを聴く若者が増えて来ているらしい。

現代では、CD や CD の 6.5 倍もの情報量を持つ

ハイレゾ音源の、手軽で雑音のまったくない音楽を

聴ける時代に、なぜわざわざ手間暇をかけてレコード

を聴くのだろう？

　私が、オーディオを始めたのは高校の時だ。それ

まではラジカセで FM 放送をエアチェックするばかり

であったが、叔父が郵便局に勤めていたので高校生

になった際、夏と冬の休みに郵便配達のアルバイト

をし、貯めたバイト代で当時の LO-D（日立）のシス

テムコンポステレオを買ったのが初めてだ。最初に

買ったレコードアルバムは井上陽水の「断絶」。

　1978年（昭和53年）に福岡市役所に入庁。水道局

に配属された。昭和 53 年といえば福岡大渇水の年

だ。未曾有の大渇水のため仕事に明け暮れしばらく

趣味に費やす時間はなし。入庁３年目にして、オー

ディオ雑誌を読み漁り、当時の僕のサラリーの範囲

内でのローン返済を組み、単品コンポを購入。レ

コードプレーヤー（TRIO　KP7070）、カートリッ

ジ針（SHURE タイプⅢ HE）アンプ（YAMAHA  

A-6）、チューナー（TRIO KT700）、カセットデッ

キ（PIONEER 型番不明）、残念ながらスピーカーま

でお金が回らなかったためシステムコンポのスピー

カーで我慢。音の入り口に一番費用をかけたライン

ナップを揃えたと思っている。

　その後、２代目のカセットデッキとして、当時

最高の人気だった SONY の TC ‐ K555ES を追

加。またアンプを買い替えし（SANSUI AU-D907G 

EXTRA）同時にスピーカー（バックロードホーン形

式、スピーカーユニットは FOSTEX の FE206 Σ）

を自作し、主に JAZZ、FUSION、POP’S を聴いて

いた。

　二十代後半に縁ある人と結婚し、子供が出来ると

また趣味に費やす時間が減り、さらに子供が幼稚園

位になると自作スピーカーのユニットを手でつかん

でぐしゃぐしゃに・・・それからしばらくは、子供

のいたずらによるスピーカーユニットの交換を２回

ほど繰り返しながら、家族が家を空ける時にたまに

聴く程度だったが、40 代前半には遂にアンプが壊れ、

子供のいたずらに根負けしたスピーカーユニットも

取付けないままのエンクロージャー（スピーカーの

箱のこと）とレコードプレーヤーが、女房曰く「邪

魔な家具」の状態で月日が過ぎてしまった。

　定年まであと10 年となった 50 歳頃から、幸い

に邪魔な家具の状態と言われながらも、女房に泣き

を入れつつなんとか処分せずに所持していたレコー

ドとプレーヤーを再度復活させるべく、当時のなつ

かしい音を再現するには、やはり今の機器ではない

なとの思いで、中古オーディオ店で試聴を繰り返し、

1980 年代のアンプ（NEC A-10TYPE Ⅲ）（パソコ

ンメーカーの NEC のアンプです。当時はオーディオ

も手がけていたんです！）とスピーカー（DIATONE

　DS1000Z）を中古で購入した。その際、邪魔な

家具状態だったエンクロージャーも中古オーディオ

店で下取りしてもらった。（そのエンクロージャーは、

すぐにマニアに引き取られ、なんと引き取り価格の

十倍！！）

　現在、月二回ほど女房に断りを入れて，土曜日の

夕食後にレコード鑑賞に浸っている。JAZZ をメイ

ンで鑑賞しているが、特に SAX の音色が好きで、

JAZZ プレーヤーでは SONNY ROLLINS、HANK 

MOBLEY、またアルバムでは LEFT ALONE が好

きである。暗く切ないムードに満ちた名曲で、重く

て暗いピアノのイントロに続き、アルト・サックス

が哀愁に満ちたメロディーを切々と歌い上げてお

り、聴く者の胸を締め付けるというか、しみじみ泣

ける SAX のメロディーが気に入っている。レコード

を聴くためには、聴き始める 10 分ほど前から、ア

ンプの電源を入れ、今日は何を聴こうかとレコード

ジャケットを眺め、そして迷いつつも数枚のレコー

ドを選ぶ。アンプが温まったら、レコードに指紋を

付けない様に気を付けながらジャケットから取り出

しターンテーブルに乗せ、レコード表面の埃をクリー

ナーで取り除き、スタビライザーでターンテーブル

に密着させる。この面倒くささもレコードの醍醐味

であり面白さでもある。近ごろの若者がレコードを

聴いているのも、一つはこの煩わしさに魅力を感じ

ているのかも？

　プレーヤーの回転数を33 1/3回転に合わせスイッ

チを入れると、起動トルク 1.5kgf・cm 以上のダイ

レクトドライブにより、重量 2.6kg のアルミ合金 

ダイキャスト製ターンテーブルが、力強くそして徐

に回転を始める。トーンアームを人差し指で支え

ながら、針をレコードに静かに下ろす。アンプの

VOLUME を徐々に上げていくと、心地よい音色が響

いてくる。そして片手には、シングルモルトウイス

キー。さあ、いよいよ至福の時間の始まりだ。

リ レ ー

エ ッセ イ

福岡市水道局　
配水部節水推進課 課長

池 田  弘 義
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表1　NS形 E種管と3種管の質量比較

呼び径
75 100 150

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

管厚
（mm） 4.5 6.0 4.5 6.0 5.5 6.0 

質量
（kg） 44.4 59.0 56.5 75.7 118 133

２．２　異形管
　新しいメカニカルタイプの継手構造により、
①ショートボディ化による軽量化、②接合性
向上（挿入量の確認不要）を実現した（図 2）。

図2　NS形 E種管 異形管の特長

２．３　耐震性能
　GX 形管、NS 形管等の耐震形ダクタイル
鉄管と同じ耐震性能を有し、鎖構造管路を
構築できる（表 2）。

表2　ＮＳ形Ｅ種管直管の継手性能　

項目 性能
伸縮量  管長の± 1％
離脱防止力  3 Ｄ kN（Ｄ：呼び径 mm）
許容曲げ角度  4°
地震時に曲がり得る
最大屈曲角度  8°

３．概要
３．１　管の仕様
( 1 ) 呼び径：75~150
( 2 ) 水 圧：1 . 3 M P a 以 下
( 3 ) 直管の管厚および有効長：表 3 の通り

表3　直管の管厚および有効長

呼び径 管厚 ( mm ) 有効長 ( m )
75 4.5 4
100 4.5 4
150 5.5 5

( 4 ) 異形管
①種類

曲管（90°、45°、22 1/2°、11 1/4°、5 5/8°）、　
両受曲管（45°、22 1/2°）、継ぎ輪、帽、
二受Ｔ字管、両受片落管、受挿し短管、
浅層埋設形フランジ付Ｔ字管

②管厚：表 4 の通り

表4　異形管の管厚

呼び径 管厚（mm）
75 8.0 
100 8.0 
150 8.5 

３．２　継手の構造
( 1 ) 直管
　図3に継手構造、図 4にゴム輪形状を示す。
ロックリングおよびロックリングホルダは、あ
らかじめ工場でセットして出荷され、施工時
にはゴム輪を受口にセットした後、挿し口を
挿入するだけで接合が完了するプッシュオンタ
イプの継手である。
　接合時には、挿し口突部（ビード突起）が
ゴム輪を通過後、ロックリングを押し拡げて
通過し、挿し口突部通過後にはロックリング
が閉じて挿し口外面に抱き付く。また、離脱
防止状態では、挿し口突部にロックリングが
引っ掛かり引張力に耐える構造となっている。

図3　ＮＳ形Ｅ種管直管の構造

図4　ＮＳ形Ｅ種管直管用ゴム輪形状

( 2 ) 異形管
　異形管部では水圧による不平均力によって
管路が動かないように管路を一体化する必
要があるため、異形管継手は伸縮しない離
脱防止継手となる。
　図 5 に示すように、継手構造は接合作業
時の融通性を考慮してメカニカルタイプとし
た。また、ゴム輪は、ゴム部と樹脂部の 2
層構造としている（図6）。ロックリングはストッ
パにより拡径された状態で出荷される。
　ロックリングを受口の外側に取り付ける構
造にすることで、異形管の軽量化、施工性
の向上を実現した。

１．はじめに
　近年、大地震の発生頻度は高く、水道管
路全体の更新・耐震化の促進が急務となっ
ている。そのような中、多くの事業体様では
実績のある耐震形ダクタイル鉄管を御採用い
ただいているが、一部では財政難からやむな
く使用できない事業体もあり、①材質劣化が
ない材料、②局所に集中する地震時の地盤
歪みを複数の継手の伸縮・屈曲で吸収する
鎖構造管路、③複数回の大地震にも耐える
等の耐震形ダクタイル鉄管の特徴を引き継い
だ安価な耐震形ダクタイル鉄管を提供してほ
しいというご要望が増えてきた。
本稿では、そのご要望に応え、G Ｘ形ダクタ
イル鉄管に加えて、技術開発で経済性と軽
量化を実現した「ＮＳ形ダクタイル鉄管（E 種
管）（以下、NS 形 E 種管）」をJDPA 規格
化したので、その概要と施工方法および継手
性能試験結果を紹介する。

２．ＮＳ形Ｅ種管の特長
　NS 形 E 種管の主な特長を以下に示す。
２．１　直管
　①管厚の薄肉化、②ビード溶接による挿し
口突部形成、③内面塗装の変更により、高
い経済性と軽量化を実現した（図 1、表 1）。

図1　NS形 E種管 直管の特長
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表1　NS形 E種管と3種管の質量比較

呼び径
75 100 150

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

ＮＳ形
Ｅ種

ＮＳ形
３種

管厚
（mm） 4.5 6.0 4.5 6.0 5.5 6.0 

質量
（kg） 44.4 59.0 56.5 75.7 118 133

２．２　異形管
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図5　ＮＳ形Ｅ種管異形管の構造

図6　ＮＳ形Ｅ種管異形管用ゴム輪形状

３．３　切管時の接合方法
　図 7 に直管受口に切管を接合する場合の
継手構造、図 8 に異形管受口に切管を接合
する場合の継手構造を示す。
　切管時には N-Link や受挿し短管を用い
る。N-Link は押輪に爪が収納された構造で
あり、異形管受口に切管を接合する場合に

使用する。N-Link の爪部は 3ＤkN（Ｄ：呼
び径 mm）以上の離脱防止力に耐え、直管
や異形管と同じ離脱防止性能を有する。また、
N-Link はゴムリングを備え、地下水などの出
入りを防ぐ構造としており、爪に対する防食
対策を施している。

３．４　防食仕様
( 1 ) 塗装
　表 5 に直管、異形管、押輪、N-Link の塗
装の種類を示す。
( 2 ) 防食対策
　防食対策として、管には必ずポリエチレン
スリーブを施工する。

表5　塗装の種類
区分 塗装

直管 外面 合成樹脂塗装
内面 珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装

異形管 外面 合成樹脂塗装
内面 エポキシ樹脂粉体塗装

押輪
N-Link 外面 合成樹脂塗装

４．接合方法
４．１　直管の接合
　ＮＳ形管、ＧＸ形管と同じ手順で接合する
が、写真 2 のように 1 本のレバーホイストで
接合できる。

写真2　直管の接合状況

４. ２　異形管の接合
　以下の手順で接合する（図 9）。
①挿し口に押輪およびロックリング（ストッパ

付き）をセットする。
②ストッパを取り外し、ロックリングを挿し口

に抱き付かせる。
③ゴム輪、Ｔ頭ボルト・ナットをセットし、所

定の位置に滑材を塗布する。
④Ｔ頭ボルト・ナットをインパクトレンチで締

め付ける（トルク管理なし）。
⑤押輪の施工管理用突部と受口端面がメタ

ルタッチになっていることを確認する。

４. ３　切管時の接合
( 1 ) 直管受口と接合する場合（N-Linkと受

挿し短管を使用）
①切断した挿し口と受挿し短管（受口）を

N-Link を用いて、異形管の接合方法と同
様の方法で接続した後、N-Link の押しボ
ルトを締付けトルク100N・mで締め付け
て切管を固定する。

②直管と同様の方法で、レバーホイストを用
いて直管（受口）と受挿し短管（挿し口）
を接合する（写真 3）。

　受挿し短管を取り付けたものを一つの切管
として使用するので、管の切断長さは受挿し
短管の有効長を差し引いたものになる。

図7　直管受口に切管を接合する場合
（受挿し短管、N-Link を使用）

図8　異形管受口に切管を接合する場合
（N-Link を使用）

写真1　N-Link の外観

【接合部】 【爪部】

図9　異形管の接合手順
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写真3　直管受口と切管の接合状況

( 2 ) 異形管受口と接合する場合（N-Link を
使用）

　切断した挿し口と異形管受口を N-Linkを
用いて、異形管の接合方法と同様の方法で
接続し、押しボルトを締め付けトルク100N・m
で締め付けて切管を固定する。

写真4　異形管受口と切管の接合状況

５．施工性
５．１　直管の挿入力測定
　接合工具を用いて直管を接合し、その時
の最大挿入力を測定した結果を図10に示す。
NS 形管よりも低い挿入力（呼び径 75：1.7kN、
100：2.0kN、150：3.3kN）で接合できること
を確認した。

図10　直管接合時の挿入力測定結果

５．２　異形管の接合時間
　図 11 に異形管 1 継手当たりの接合時間測
定結果を示す。NS 形管に比べて短時間で接
合できることを確認した。

図11　異形管１継手当たりの接合時間測定結果

５．３ 切管時（N-Link および受挿し短管）
の取り付け時間

　図 12 に直管受口と切管を接合する場合、
図 13 に異形管受口と切管を接合する場合の
接合時間測定結果を示す。NS 形管に比べて
短時間で取り付けできることを確認した。
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押しボルトの締め付け
含む）

②切管用挿し口リングの
取り付け （タッピンね
じタイプ）

③直管受口との接合 ③直管受口との接合

図12　接合時間測定結果
（直管受口と切管の接合）
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図13　接合時間測定結果
（異形管受口と切管の接合）

６．継手性能
６．１　水密性試験
　継手を真直状態、屈曲状態で水圧 2.0MPa
を負荷し、5 分間保持しても継手部からの漏
水はなく、良好な水密性能を有していること
を確認した。

表6　水密試験結果
呼び径 種類 継手の状態 試験結果

75
100
150

直管
真直 継手部からの

漏水なし

最大屈曲角度 ( 8°) 継手部からの
漏水なし

異形管 真直 継手部からの
漏水なし

図14　曲げ水密試験方法（直管の例）

６．２　離脱防止性能試験
　図 15 のように、直管、異形管の継手部、
N-Link の 取 付 部 に 3 Ｄ kN（ Ｄ：呼 び 径
mm）の引張力を負荷した。表 7 にその結
果を、図 16 に継手伸び量の測定結果を示す。
いずれの条件でも 3 Ｄ kN の引張力に耐え、
直管、異形管の継手部、N-Link の取付部に
異常は認められなかった。

図15　離脱防止試験方法（異形管の例）
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いずれの条件でも 3 Ｄ kN の引張力に耐え、
直管、異形管の継手部、N-Link の取付部に
異常は認められなかった。

図15　離脱防止試験方法（異形管の例）
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表7　離脱防止性能試験結果
呼び径 種類 引張力 試験結果

75
100
150

直管
3ＤkN

Ｄ: 呼び径mm

3ＤkNの引張力に耐え、
継手部に異常無し異形管

N-Link 3ＤkNの引張力に耐え、
取付部に異常無し

【直管】

【異形管】

【N-Link】

図16　継手伸び量の測定結果
（呼び径100の例）

６．３　曲げ強度試験
　表 8 に下記① ~ ③に示す条件で曲げ強度
試験を行った結果を示す。いずれの条件で
も NS 形管と同じ限界曲げモーメントを負荷
しても、継手部に異常は認められなかった。

【試験条件】
①直管受口にライナを装着し、異形管挿し口

基準値以内であった。

８．仕様比較
　表 9 にＮＳ形Ｅ種管、ＮＳ形管、ＧＸ形管
の仕様の比較を示す。

９．おわりに
　平成 28 年 10 月に呼び径 75 ～ 150 ＮＳ
形ダクタイル鉄管 ( Ｅ種管 ) が JDPA 規格化

（JDPA G 1042‐2）された。今後の水道管
路の耐震化に寄与できれば幸甚である。

を接合した場合
②異形管受口に、直管挿し口を接合した場合
③異形管受口に N-Linkを用いて、切管した

挿し口を接合した場合

表8　曲げ強度試験結果
呼び径 試験条件 曲げモーメント 試験結果

75
100
150

① 呼び径 75  ： 4.4kN・m 
呼び径 100 ： 7.4kN・m 
呼び径 150 ： 17kN・m

継 手 部 に
異常なし②

③

７．内面塗装（珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装）
７．１　形成方法
　珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装の塗膜外
観を写真 5 に示す。内面塗装時にエポキシ
樹脂粉体塗料と珪砂を所定の比率で吹き付
けて塗膜を形成する。

写真5　珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装の外観

７．２　水質衛生性
　JWWA Z 108 ｢水道用資機 材 - 浸出試
験方法｣ に基づき、珪砂混合エポキシ樹
脂粉体塗装〔エポキシ樹脂粉体塗料：珪砂
=1:1( 重量比 )〕の浸出試験を行った。その
結果、浸出試験後の測定値は、いずれも ｢水
道施設の技術的基準を定める省令｣ に示す

項目 ＮＳ形Ｅ種 ＮＳ形 ＧＸ形

①管厚

呼び径
75
100

4.5mm
7.5mm( 1 種 ) 7.5mm( 1 種 )
6.0mm( 3 種 ) 6.0mm( S 種 )

呼び径
150 5.5mm

7.5mm( 1 種 ) 7.5mm( 1 種 )
6.0mm( 3 種 ) 6.5mm( S 種 )

②直管1本の質量
　   （粉体塗装）

呼び径
75 44.4kg

69.6kg( 1 種 ) 66.2kg( 1 種 )
59.0kg( 3 種 ) 55.7kg( S 種 )

呼び径
100 56.5kg

89.6kg( 1 種 ) 85.8kg( 1 種 )
75.7kg( 3 種 ) 71.9kg( S 種 )

呼び径
150 118kg

159kg( 1 種 ) 153kg( 1 種 )
133kg( 3 種 ) 136kg( S 種 )

③内面塗装 珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装 エポキシ樹脂粉体塗装 エポキシ樹脂粉体塗装
④外面塗装 合成樹脂塗装 合成樹脂塗装 外面耐食塗装

表9　仕様一覧



70 ダクタイル鉄管 誌上講座 71平成 28.11 第 99 号

表7　離脱防止性能試験結果
呼び径 種類 引張力 試験結果

75
100
150

直管
3ＤkN

Ｄ: 呼び径mm

3ＤkNの引張力に耐え、
継手部に異常無し異形管

N-Link 3ＤkNの引張力に耐え、
取付部に異常無し

【直管】

【異形管】

【N-Link】

図16　継手伸び量の測定結果
（呼び径100の例）

６．３　曲げ強度試験
　表 8 に下記① ~ ③に示す条件で曲げ強度
試験を行った結果を示す。いずれの条件で
も NS 形管と同じ限界曲げモーメントを負荷
しても、継手部に異常は認められなかった。

【試験条件】
①直管受口にライナを装着し、異形管挿し口

基準値以内であった。

８．仕様比較
　表 9 にＮＳ形Ｅ種管、ＮＳ形管、ＧＸ形管
の仕様の比較を示す。

９．おわりに
　平成 28 年 10 月に呼び径 75 ～ 150 ＮＳ
形ダクタイル鉄管 ( Ｅ種管 ) が JDPA 規格化

（JDPA G 1042‐2）された。今後の水道管
路の耐震化に寄与できれば幸甚である。

を接合した場合
②異形管受口に、直管挿し口を接合した場合
③異形管受口に N-Linkを用いて、切管した

挿し口を接合した場合

表8　曲げ強度試験結果
呼び径 試験条件 曲げモーメント 試験結果

75
100
150

① 呼び径 75  ： 4.4kN・m 
呼び径 100 ： 7.4kN・m 
呼び径 150 ： 17kN・m

継 手 部 に
異常なし②

③

７．内面塗装（珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装）
７．１　形成方法
　珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装の塗膜外
観を写真 5 に示す。内面塗装時にエポキシ
樹脂粉体塗料と珪砂を所定の比率で吹き付
けて塗膜を形成する。

写真5　珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装の外観

７．２　水質衛生性
　JWWA Z 108 ｢水道用資機 材 - 浸出試
験方法｣ に基づき、珪砂混合エポキシ樹
脂粉体塗装〔エポキシ樹脂粉体塗料：珪砂
=1:1( 重量比 )〕の浸出試験を行った。その
結果、浸出試験後の測定値は、いずれも ｢水
道施設の技術的基準を定める省令｣ に示す

項目 ＮＳ形Ｅ種 ＮＳ形 ＧＸ形

①管厚

呼び径
75
100

4.5mm
7.5mm( 1 種 ) 7.5mm( 1 種 )
6.0mm( 3 種 ) 6.0mm( S 種 )

呼び径
150 5.5mm

7.5mm( 1 種 ) 7.5mm( 1 種 )
6.0mm( 3 種 ) 6.5mm( S 種 )

②直管1本の質量
　   （粉体塗装）

呼び径
75 44.4kg

69.6kg( 1 種 ) 66.2kg( 1 種 )
59.0kg( 3 種 ) 55.7kg( S 種 )

呼び径
100 56.5kg

89.6kg( 1 種 ) 85.8kg( 1 種 )
75.7kg( 3 種 ) 71.9kg( S 種 )

呼び径
150 118kg

159kg( 1 種 ) 153kg( 1 種 )
133kg( 3 種 ) 136kg( S 種 )

③内面塗装 珪砂混合エポキシ樹脂粉体塗装 エポキシ樹脂粉体塗装 エポキシ樹脂粉体塗装
④外面塗装 合成樹脂塗装 合成樹脂塗装 外面耐食塗装

表9　仕様一覧



72 ダクタイル鉄管 協会ニュース 73平成 28.11 第 99 号

　日本ダクタイル鉄管協会では、今年６月に関西支部で事業体の皆様方に、ダクタイル鉄管製造工場
研修会として協会会員会社である㈱クボタと㈱栗本鐵工所の工場研修会を計３回実施しました。

　7 月 26 日～ 29 日までの 4 日間、ポートメッセなご
やにて「下水道展 '16 名古屋」が開催され、277 社・団体
が出展し、最新の下水道技術、製品のＰＲを行いました。
日本ダクタイル鉄管協会も「下水道の未来・暮らしの未来
を支える　～ for the future ～　」をブースコンセプト
に出展しました。ブースの角地には、40 インチモニター
を配置し、当協会から下水道事業への提案をメインにし
た映像を繰り返し放映しました。ブースの壁面には 4 枚
のＬＥＤパネルを設置、パネル前面の展示台にはＧＸ形呼
び径300のカットサンプル、エポキシ樹脂粉体塗装のカッ
トサンプルを展示し、実際に見て、触れてもらって、多く
のお客様にダクタイル鉄管の良さをＰＲすることができま
した。

　水道管路耐震化に向けて平成２２年に規格化した新耐震管ＧＸ形ダクタイル鉄管は、平成 28 年 6
月までに全国 1,247 の事業体でご採用いただき、延べ出荷延長 10,000km を超えております。今回
の研修会は、主にＧＸ形ダクタイル鉄管の製造と接合についてご理解を深めていただくことを目的に実
施しました。

１．研修会の目的

2．まとめ

研修内容
工場見学 溶解、鋳造、加工処理工程およびＧＸ形直

管の製造見学
施工実演 ＧＸ形、ＮＳ形およびＳ５０形の接合実技見学
座 学 ダクタイル鉄管の基礎知識および耐震性能・

長期耐久性能について

　定員 30 名の研修会でしたが、会場によっては、案内後すぐに定員に達しました。今回、ご参加い
ただけなかった事業体の皆様には大変申し訳ございませんでした。
　普段、見ることのできない製造工程の見学で大変興味を持ってご覧いただきました。今後も不定期
ながら同様の研修会を開催してまいります。

　当協会が年２回、発刊している「ダクタイル鉄管」のバックナンバーがホームページ上で閲覧が可能
になりました。

「下水道展 '16 名古屋」に出展！！

ダクタイル鉄管製造工場研修会

協会誌バックナンバー（１号～９８号まで）が見れます！！

　「下水道展 '16 名古屋」の当協会ブースにおいて、
新規に作成したパンフレットを配布しました。

下水道用パンフレットを作成！！

ホームページにも掲載中
こちらのQRコードからも
アクセス出来ます

　ＧＸ形ダクタイル鉄管の接合について、簡単に
まとめたリーフレットを作成しました。

簡単接合マニュアルを作成！！

ホームページにも掲載中
こちらのQRコードからも
アクセス出来ます

　協会がどんな活動を行っているか、皆さんにご
理解いただけるように、制作しました。

協会紹介リーフレットを新しく作成！！

資料改定のお知らせ (2016.05 ～ 08)

施工要領書
2016.8
Ｗ19　GX形ダクタイル鉄管用管端防食キャップ
• 適用口径、適用管種とチェックシートの見直

しと専用カッターを追記した。

技術資料
2016.5 
Ｔ57　GX形ダクタイル鉄管管路の設計
• 一体化長さの計算時の許容移動量を示した。
2016.8
Ｔ30　下水道用ダクタイル鉄管管路設計と施工
• 日本下水道協会規格（JSWAS G-1,JSWAS 

G-2）の改正、並びに関連規格の改訂に伴っ
て、管種等の見直しを中心に行った。

2016.8 
Ｔ46　下水道用ダクタイル鉄管管路のてびき
• 日本下水道協会規格（JSWAS G-1,JSWAS 

G-2）の改正、並びに関連規格の改訂に伴っ
て、管種等の見直しを中心に行った。
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支部 日程 会場 講師 テーマ

北海道 9月29 日 北海道 ＫＫＲホテル
東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

八戸圏域水道企業団
課長補佐　 内宮　靖隆氏

強靭な水道施設に向けた
管路耐震化の推進

東　北

8月9 日 宮城県 ハーネル仙台「蔵王」
東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

国立環境研究所
理事　石飛　博之氏 東日本大震災の教訓と災害環境研究

10 月20 日 岩手県
ホテル東日本盛岡
「鳳凰の間」

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

国立環境研究所
理事　石飛　博之氏 東日本大震災の教訓と災害環境研究

関　東

9月9 日 新潟県
新潟日報メディアシップ
２Ｆ日報ホール

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

公営企業アドバイザー　
佐藤　裕弥氏

水道事業基盤強化方策と
官民連携による改革事例について

9月27日 埼玉県
埼玉県県民健康センター
大ホール

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

八戸圏域水道企業団
課長補佐　 内宮　靖隆氏

強靭な水道施設に向けた
管路耐震化の推進

10 月12日 静岡県 静岡市民文化会館
山口大学
副学長　三浦　房紀氏 南海トラフ巨大地震に備える

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

10 月26 日 栃木県
栃木県総合文化センター
第 2会議室

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

秩父広域市町村圏組合水道局
主席主幹　町田　忠男氏

秩父地域における
水道広域化の取組みについて

11月18 日 長野県 ホテル国際２１ 
長野市県町 576

名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

直下型地震に備えた
危機管理のあり方

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

11月25日 群馬県
群馬県青少年会館
大会議室 
前橋市荒牧町 2-12

首都大学東京　准教授　
荒井　康裕氏 水道システムとエネルギー

厚生労働省水道課
課長補佐　近藤　才寛氏 水道事業の課題と今後の展望

12 月9 日 茨城県 茨城県開発公社ビル
水戸市笠原町 978-25

千葉大学
准教授　丸山　喜久氏

近年の地震時の際の
埋設管路網の被害分析

日本水道協会
工務部部長　木村　康則氏

事業環境の変化と危機管理（技術力の確保）
〜現場・業務の今昔を踏まえて〜

支部 日程 会場 講師 テーマ

関　東 1月20 日 千葉県
千葉市生涯学習センター
ホール 
千葉市中央区
弁天 3-7-7

京都大学大学院
教授　伊藤　禎彦氏

水道施設更新需要と再構築・高機能
化から見た技術ニーズ（仮題）

大阪広域水道企業団
技術長　松本　要一氏

大阪府内の水道広域化について
（府域一水道を目指して）（仮題）

中　部

11月22日 石川県
金沢勤労者プラザ
101研修室 
金沢市北安江 3-2-20

名古屋市上下水道局
前局長　小林　寛司氏

名古屋市上下水道事業中期経営計画
「みずプラン 32」

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

12 月1日 愛知県
名古屋国際センター
第一会議室 
名古屋市中村区
那古野 1 丁目 47-1

名古屋市上下水道局
前局長　小林　寛司氏

名古屋市上下水道事業中期経営計画
「みずプラン 32」

名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

南海トラフ巨大地震に備えた
水道システムのあり方

関　西

8月26 日 大阪府
建設交流会館
8階グリーンホール 

水資源機構経営企画部　
次長　熊谷　和哉氏 水道事業の現在位置と将来

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

11月28 日 奈良県
エルトピア奈良
3階大会議室 
奈良市西木辻町 93-6

首都大学東京大学院
都市環境科学研究科
特任教授　小泉　明氏

水道システムに関する
最近の共同研究

厚生労働省水道課
課長補佐　近藤　才寛氏 水道事業の課題と今後の展望

12 月13 日 兵庫県
加古川市民会館大会議室 
加古川市加古川町
北在家 2000

岐阜大学工学部
教授　能島　暢呂氏

水道システムの
地震時信頼性を高めるために

厚生労働省水道課
課長補佐　長平　武信氏 水道事業の課題と今後の展望

中国四国
・

関西合同
10 月14 日 愛媛県

アイテムえひめ
（愛媛国際貿易センター） 

日本水道協会
工務部部長　木村　康則氏

事業環境の変化と危機管理（技術力の確保）
〜現場・業務の今昔を踏まえて〜

水資源機構経営企画部　
次長　熊谷　和哉氏 水道事業の現在位置と将来

中国四国 7月19 日 広島県 合人社ウェンデイ
ひと・まちプラザ 神戸大学大学院

准教授　鍬田　泰子氏
来たるべき巨大地震災害に
備えるために水道事業ができること

九　州

9月15日 福岡県 都久志会館

東京大学大学院
教授　滝沢　智氏

水道施設の更新に向けた課題と
新たな取り組み

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

9月29 日 佐賀県 メートプラザ佐賀

関東学院大学
教授　若松　加寿江氏 平成 28 年熊本地震の課題と教訓

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

11月24 日 沖縄県 沖縄県青年会館 
那覇市久米 2-15-23

関東学院大学　
教授　若松　加寿江氏 平成 28 年熊本地震の課題と教訓

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

　日本ダクタイル鉄管協会では普及促進を目的として、今年度は以下のような講演会を開催しています。
年内の開催もまだ予定していますので、是非ともご参加下さい。（詳細についてはHP 等でご案内します）

平成 28 年度講演会
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支部 日程 会場 講師 テーマ

北海道 9月29 日 北海道 ＫＫＲホテル
東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

八戸圏域水道企業団
課長補佐　 内宮　靖隆氏

強靭な水道施設に向けた
管路耐震化の推進

東　北

8月9 日 宮城県 ハーネル仙台「蔵王」
東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

国立環境研究所
理事　石飛　博之氏 東日本大震災の教訓と災害環境研究

10 月20 日 岩手県
ホテル東日本盛岡
「鳳凰の間」

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

国立環境研究所
理事　石飛　博之氏 東日本大震災の教訓と災害環境研究

関　東

9月9 日 新潟県
新潟日報メディアシップ
２Ｆ日報ホール

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

公営企業アドバイザー　
佐藤　裕弥氏

水道事業基盤強化方策と
官民連携による改革事例について

9月27日 埼玉県
埼玉県県民健康センター
大ホール

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

八戸圏域水道企業団
課長補佐　 内宮　靖隆氏

強靭な水道施設に向けた
管路耐震化の推進

10 月12日 静岡県 静岡市民文化会館
山口大学
副学長　三浦　房紀氏 南海トラフ巨大地震に備える

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

10 月26 日 栃木県
栃木県総合文化センター
第 2会議室

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

秩父広域市町村圏組合水道局
主席主幹　町田　忠男氏

秩父地域における
水道広域化の取組みについて

11月18 日 長野県 ホテル国際２１ 
長野市県町 576

名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

直下型地震に備えた
危機管理のあり方

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

11月25日 群馬県
群馬県青少年会館
大会議室 
前橋市荒牧町 2-12

首都大学東京　准教授　
荒井　康裕氏 水道システムとエネルギー

厚生労働省水道課
課長補佐　近藤　才寛氏 水道事業の課題と今後の展望

12 月9 日 茨城県 茨城県開発公社ビル
水戸市笠原町 978-25

千葉大学
准教授　丸山　喜久氏

近年の地震時の際の
埋設管路網の被害分析

日本水道協会
工務部部長　木村　康則氏

事業環境の変化と危機管理（技術力の確保）
〜現場・業務の今昔を踏まえて〜

支部 日程 会場 講師 テーマ

関　東 1月20 日 千葉県
千葉市生涯学習センター
ホール 
千葉市中央区
弁天 3-7-7

京都大学大学院
教授　伊藤　禎彦氏

水道施設更新需要と再構築・高機能
化から見た技術ニーズ（仮題）

大阪広域水道企業団
技術長　松本　要一氏

大阪府内の水道広域化について
（府域一水道を目指して）（仮題）

中　部

11月22日 石川県
金沢勤労者プラザ
101研修室 
金沢市北安江 3-2-20

名古屋市上下水道局
前局長　小林　寛司氏

名古屋市上下水道事業中期経営計画
「みずプラン 32」

金沢大学
教授　 宮島　昌克氏

熊本地震における
被害の特徴と今後の課題

12 月1日 愛知県
名古屋国際センター
第一会議室 
名古屋市中村区
那古野 1 丁目 47-1

名古屋市上下水道局
前局長　小林　寛司氏

名古屋市上下水道事業中期経営計画
「みずプラン 32」

名古屋大学減災連携研究センター
准教授　平山　修久氏

南海トラフ巨大地震に備えた
水道システムのあり方

関　西

8月26 日 大阪府
建設交流会館
8階グリーンホール 

水資源機構経営企画部　
次長　熊谷　和哉氏 水道事業の現在位置と将来

東北学院大学
教授　吉田　望氏

液状化と液状化に伴う
地中構造物の被害

11月28 日 奈良県
エルトピア奈良
3階大会議室 
奈良市西木辻町 93-6

首都大学東京大学院
都市環境科学研究科
特任教授　小泉　明氏

水道システムに関する
最近の共同研究

厚生労働省水道課
課長補佐　近藤　才寛氏 水道事業の課題と今後の展望

12 月13 日 兵庫県
加古川市民会館大会議室 
加古川市加古川町
北在家 2000

岐阜大学工学部
教授　能島　暢呂氏

水道システムの
地震時信頼性を高めるために

厚生労働省水道課
課長補佐　長平　武信氏 水道事業の課題と今後の展望

中国四国
・

関西合同
10 月14 日 愛媛県

アイテムえひめ
（愛媛国際貿易センター） 

日本水道協会
工務部部長　木村　康則氏

事業環境の変化と危機管理（技術力の確保）
〜現場・業務の今昔を踏まえて〜

水資源機構経営企画部　
次長　熊谷　和哉氏 水道事業の現在位置と将来

中国四国 7月19 日 広島県 合人社ウェンデイ
ひと・まちプラザ 神戸大学大学院

准教授　鍬田　泰子氏
来たるべき巨大地震災害に
備えるために水道事業ができること

九　州

9月15日 福岡県 都久志会館

東京大学大学院
教授　滝沢　智氏

水道施設の更新に向けた課題と
新たな取り組み

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

9月29 日 佐賀県 メートプラザ佐賀

関東学院大学
教授　若松　加寿江氏 平成 28 年熊本地震の課題と教訓

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

11月24 日 沖縄県 沖縄県青年会館 
那覇市久米 2-15-23

関東学院大学　
教授　若松　加寿江氏 平成 28 年熊本地震の課題と教訓

岩手中部水道企業団
局長　菊池　明敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

　日本ダクタイル鉄管協会では普及促進を目的として、今年度は以下のような講演会を開催しています。
年内の開催もまだ予定していますので、是非ともご参加下さい。（詳細についてはHP 等でご案内します）

平成 28 年度講演会
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規格ニュース
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　設計水圧 1.0 ＭＰ a 以下の農業用水、下水道 ( 汚水・汚泥を除く ) などに用いるＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管は、
平成 27 年 2 月12 日付けで呼び径 300 ～ 400 を JDPA Ｇ 1053 として制定した。また、平成 27 年 8 月 6
日付けで呼び径 450 ～ 600 を JDPA Ｇ 1053-2 として制定した。さらに、平成 28 年 8 月 3 日付けで呼び
径 700、800 を追加、JDPA Ｇ 1053 と JDPA Ｇ 1053-2 を統合して改正した。
　ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要を下表に示す。

ＪＤＰＡ Ｇ １０５３ （ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管）の改正

項目 呼び径 300 ～ 600 呼び径 700、800

継手の構造

直　管 直　管

異形管：JIS Ｇ 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）及び JDPA Ｇ 1027（農業用水用ダクタイル鋳鉄管）の異形
管を使用する。
　JDPA Ｇ 1027 の異形管を下表に示す。

呼び径 異形管の種類
300 ～  600 Ｋ形両受曲管（90°、60°、45°、30°、22 1/2°、11 1/4°、5 5/8°）
600 ～ 1500 Ｋ形曲管（60°、30°）
300 ～ 2000 Ｔ形用継ぎ輪

注記　Ｋ形両受曲管及びＫ形曲管は、JDPA Ｇ 1027-2016 の改正によって追加した｡

管厚

直　管：

内面塗装 直　管：エポキシ樹脂粉体塗料に無機系材料を混合した塗装
外面塗装 合成樹脂塗料（褐色）

外観

直管

ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の管厚 単位㎜

管種 呼び径
300 350 400 450 500 600 700 800

ＡＬ1 種管  6.0  7.0  7.5  8.5  9.0 10.5 11.5 12.0
ＡＬ 2 種管  4.5  4.5  5.0  5.5  5.5  6.5  7.5  7.5

ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要

　ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管（Ｅ種管）〔以下、ＮＳ形管（Ｅ種管）という。〕は、ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管やＧＸ形ダ
クタイル鋳鉄管と同等の耐震性能と優れた施工性を有し、さらに、経済性と軽量化を実現した設計水圧 1.3 ＭＰ a
以下で使用する耐震管として、平成 27 年 12 月17 日付で呼び径 75、100 の直管の規格を制定した｡
　その後、直管と同様に経済性と軽量化を実現した異形管を追加して平成 28 年 6 月 3 日付で改正した。
　さらに、呼び径 150 を平成 28 年 10 月 6 日付けで制定した。
　ＮＳ形管（Ｅ種管）とＮＳ形管との比較を下表に示す。

ＪＤＰＡ Ｇ １０４２－２ 〔ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管 (Ｅ種管 )〕の改正

ＮＳ形管（Ｅ種管）とＮＳ形管との比較
項目 ＮＳ形管 ( Ｅ種管 ) ＮＳ形管

継手の構造

継手の性能

同じ性能を有しています。
直管（伸縮離脱防止継手）

・ 伸 縮 量 ：± 40mm（管長の±1％）
・ 離脱防止力：3Ｄ kＮ（Ｄ：呼び径 mm）
・ 許容屈曲角度：4°

異形管（離脱防止継手）
・  離脱防止力：3Ｄ kＮ
・  曲 げ 強 度：限界曲げモーメントが

呼び径 75 は 4.4、 呼び径 100 は 7.4、
呼び径 150 は 17kＮ･ ｍ

管厚及び
質量

内面塗装
直　管： エポキシ樹脂粉体塗料に無機系材料を混

合した塗装
異形管： エポキシ樹脂粉体塗装

直　管： エポキシ樹脂粉体塗装又はセメントモルタ 
ルライニング

異形管： エポキシ樹脂粉体塗装
切管方法 受挿し短管（Ｎ - Ｌｉｎｋで接合）、Ｎ - Ｌｉｎｋ 切管用挿し口リング

直　管 直　管

継ぎ輪（メカニカルジョイント） 継ぎ輪（メカニカルジョイント）

直　管：Ｅ種管（DE）の 1 種類

異形管：1 種類（DF）

直　管：1 種管（D1）と 3 種管（D3）の 2 種類

異形管：1 種類（DF）

異形管（メカニカルジョイント） 異形管（プッシュオンジョイント）

呼び径 Ｅ種管
管厚 (mm) 鉄部質量 (kg)

 75 4.5  44.4
100 4.5  56.5
150 5.5 118 

呼び径
1 種管 3 種管

管厚(mm) 鉄部質量 (kg) 管厚(mm) 鉄部質量 (kg)
 75 7.5  69.6 6.0  59.0
100 7.5  89.6 6.0  75.7
150 7.5 159 6.0 133

呼び径 管厚 (mm)
 75 8.0
100 8.0
150 8.5

呼び径 管厚 (mm)
 75 8.5
100 8.5
150 9.0
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規格ニュース
平成 28.11 第 99 号

　設計水圧 1.0 ＭＰ a 以下の農業用水、下水道 ( 汚水・汚泥を除く ) などに用いるＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管は、
平成 27 年 2 月12 日付けで呼び径 300 ～ 400 を JDPA Ｇ 1053 として制定した。また、平成 27 年 8 月 6
日付けで呼び径 450 ～ 600 を JDPA Ｇ 1053-2 として制定した。さらに、平成 28 年 8 月 3 日付けで呼び
径 700、800 を追加、JDPA Ｇ 1053 と JDPA Ｇ 1053-2 を統合して改正した。
　ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要を下表に示す。

ＪＤＰＡ Ｇ １０５３ （ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管）の改正

項目 呼び径 300 ～ 600 呼び径 700、800

継手の構造

直　管 直　管

異形管：JIS Ｇ 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）及び JDPA Ｇ 1027（農業用水用ダクタイル鋳鉄管）の異形
管を使用する。
　JDPA Ｇ 1027 の異形管を下表に示す。

呼び径 異形管の種類
300 ～  600 Ｋ形両受曲管（90°、60°、45°、30°、22 1/2°、11 1/4°、5 5/8°）
600 ～ 1500 Ｋ形曲管（60°、30°）
300 ～ 2000 Ｔ形用継ぎ輪

注記　Ｋ形両受曲管及びＫ形曲管は、JDPA Ｇ 1027-2016 の改正によって追加した｡

管厚

直　管：

内面塗装 直　管：エポキシ樹脂粉体塗料に無機系材料を混合した塗装
外面塗装 合成樹脂塗料（褐色）

外観

直管

ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の管厚 単位㎜

管種 呼び径
300 350 400 450 500 600 700 800

ＡＬ1 種管  6.0  7.0  7.5  8.5  9.0 10.5 11.5 12.0
ＡＬ 2 種管  4.5  4.5  5.0  5.5  5.5  6.5  7.5  7.5

ＡＬＷ形ダクタイル鋳鉄管の概要

　ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管（Ｅ種管）〔以下、ＮＳ形管（Ｅ種管）という。〕は、ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管やＧＸ形ダ
クタイル鋳鉄管と同等の耐震性能と優れた施工性を有し、さらに、経済性と軽量化を実現した設計水圧 1.3 ＭＰ a
以下で使用する耐震管として、平成 27 年 12 月17 日付で呼び径 75、100 の直管の規格を制定した｡
　その後、直管と同様に経済性と軽量化を実現した異形管を追加して平成 28 年 6 月 3 日付で改正した。
　さらに、呼び径 150 を平成 28 年 10 月 6 日付けで制定した。
　ＮＳ形管（Ｅ種管）とＮＳ形管との比較を下表に示す。

ＪＤＰＡ Ｇ １０４２－２ 〔ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管 (Ｅ種管 )〕の改正

ＮＳ形管（Ｅ種管）とＮＳ形管との比較
項目 ＮＳ形管 ( Ｅ種管 ) ＮＳ形管

継手の構造

継手の性能

同じ性能を有しています。
直管（伸縮離脱防止継手）

・ 伸 縮 量 ：± 40mm（管長の±1％）
・ 離脱防止力：3Ｄ kＮ（Ｄ：呼び径 mm）
・ 許容屈曲角度：4°

異形管（離脱防止継手）
・  離脱防止力：3Ｄ kＮ
・  曲 げ 強 度：限界曲げモーメントが

呼び径 75 は 4.4、 呼び径 100 は 7.4、
呼び径 150 は 17kＮ･ ｍ

管厚及び
質量

内面塗装
直　管： エポキシ樹脂粉体塗料に無機系材料を混

合した塗装
異形管： エポキシ樹脂粉体塗装

直　管： エポキシ樹脂粉体塗装又はセメントモルタ 
ルライニング

異形管： エポキシ樹脂粉体塗装
切管方法 受挿し短管（Ｎ - Ｌｉｎｋで接合）、Ｎ - Ｌｉｎｋ 切管用挿し口リング

直　管 直　管

継ぎ輪（メカニカルジョイント） 継ぎ輪（メカニカルジョイント）

直　管：Ｅ種管（DE）の 1 種類

異形管：1 種類（DF）

直　管：1 種管（D1）と 3 種管（D3）の 2 種類

異形管：1 種類（DF）

異形管（メカニカルジョイント） 異形管（プッシュオンジョイント）

呼び径 Ｅ種管
管厚 (mm) 鉄部質量 (kg)

 75 4.5  44.4
100 4.5  56.5
150 5.5 118 

呼び径
1 種管 3 種管

管厚(mm) 鉄部質量 (kg) 管厚(mm) 鉄部質量 (kg)
 75 7.5  69.6 6.0  59.0
100 7.5  89.6 6.0  75.7
150 7.5 159 6.0 133

呼び径 管厚 (mm)
 75 8.0
100 8.0
150 8.5

呼び径 管厚 (mm)
 75 8.5
100 8.5
150 9.0















対談：「熊本地震における管路被害の状況について　～これからやるべきこと～」
速報：2016年熊本地震での地盤変状および水道管路被害状況調査結果
技術レポート：京都市、木津川市、北千葉広域水道企業団、阪神水道企業団、
　　　　　　　日本下水道事業団　関東・北陸総合事務所
誌上講座：ＮＳ形ダクタイル鉄管E種管のご紹介
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